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    ◎開議の宣告 

〇議長（村山義明君） 定足数に達しておりますので、ただいまから本日の会議を開きま

す。 

 本日の議事日程につきましては、お手元に配付した議事日程第２号のとおりです。 

（午前１０時００分） 

 

    ◎平成２８年度町政執行方針 

〇議長（村山義明君） 日程第１、平成２８年度町政執行方針を行います。 

 町長より発言の申し出がありますので、これを許します。 

 町長。 

〇町長（小林生吉君） おはようございます。よろしくお願いいたします。それでは、２

８年度町政執行方針について申し述べさせていただきたいと思います。 

 平成２８年第１回中頓別町議会定例会の開催に当たり、町政執行に対する私の所信につ

いて申し述べ、町議会並びに町民の皆様のご理解とご協力を賜りたいと存じます。 

 昨年５月の就任以来、多くの町民の皆様から励ましやご助言をいただきながら町政の運

営をさせていただいております。改めて、人口減少と少子・高齢化が進むこの町の現状が

厳しいものであることを受けとめつつも、町民の皆様の郷土を愛する思いも強く感じるこ

とができました。これからも、町長としての使命と責任を果たし、みずからを律し、町の

振興と町民の皆様の幸福実現のため全力で仕事に当たってまいりますので、ご理解、ご協

力を賜りますようお願い申し上げます。 

 私が就任以来掲げてきた重点化すべき３つの柱のうち、「子ども・子育て支援」につき

ましては、妊娠・出産から切れ目のない支援体制の確立を基本に、子育てに関するサービ

スの拡充、経済的負担の軽減を図ってまいりたいと考えております。 

 ２つ目の「福祉のまちづくり」では、特別養護老人ホーム長寿園特養棟の増改修事業の

着手、社会福祉協議会と連携した地域福祉充実強化、地域公共交通の新たな仕組みづくり、

福祉人材の確保に向けた支援制度の創設などに取り組んでまいります。 

 ３つ目の「地域経済再生」では、農業、商工業の事業継承や設備投資への支援制度の創

設、牛乳を核とした６次産業化の推進、観光振興計画の策定などを進めてまいります。 

 さて、最大の課題である人口減少問題・地方創生につきましては、昨年１２月に「人口

ビジョン」と「中頓別町総合戦略」を策定しております。人口ビジョンでは、合計特殊出

生率を平成３７年までに１．６６、平成４２年までに２．１まで引き上げることを目標に

平成４２年時点で１，２５０人を維持することを目指していくことを掲げ、総合戦略では

４つの基本目標を立て「働きたい、暮らしたいまちとして選ばれる中頓別」を目指してい

くこととしています。 

 平成２７年度におきましては、先行型交付金を活用した事業に取り組んでいますが、平

成２８年度からはこれらの施策の継続を図るとともに総合戦略を基本に据えて対策を講じ
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てまいります。この戦略を推進していくため「地方創生基金」を創設して一定額を積み立

て安定した財源基盤を確保するとともに、より効果の高い施策を持続的に展開できるよう

に取り組んでまいります。 

 また、平成２８年度で前期実施計画が終了する「第７期総合計画」については、財務と

の連携による実効性の高い計画となることを基本に、人口ビジョンと総合戦略を踏まえた

見直しを行いながら、後期実施計画の策定を進めてまいります。 

 以下、本年度実施しようとする重点的な施策について申し述べてまいります。 

 １つ、環境の保全と創造。 

＜環境にやさしいくらしづくり＞ 

 頓別川が育んだすばらしい自然環境に恵まれ、安らぎと潤いのある生活や生産が営まれ

る自然との共生は私たち町民の誇りであり、この恵まれた自然環境を壊すことなく後世に

引き継ぐことは、私たちの大切な使命であることを改めて認識し、ここで暮らす人たちが

互いに協力して今まで以上に自然環境の保全に努めていかなければなりません。 

 昨年度から取り組みを進めております自然環境を活用した「新エネルギー」導入に関し

ては、林業施業の残材を活用する取り組みとあわせ、「木質バイオマスエネルギー」を中

心とした具体的な取り組みに向けて検討を進めてまいります。 

 ごみの減量化とリサイクルの推進については、私たちの良好な生活環境を保ち、循環型

社会を考える上で大変重要な課題です。平成２７年度に策定した一般廃棄物処理基本計画

などを踏まえ、今まで以上に取り組みを進めてまいります。 

 全道的に問題となっているエゾシカの増加による交通事故や農林業被害に対しては、今

後もエゾシカの個体数調整を目的とした捕獲体制を構築していくため、銃器免許取得希望

者に対する支援を実施し、高齢化・減少傾向にある狩猟者の新たな担い手の確保に努めて

まいります。 

 また、アライグマ等の外来生物に対する環境への影響は、本町でも大きな問題となって

いることから、アライグマ捕獲体制の強化・充実を図るため、講習会の実施により捕獲従

事者の増員を図ってまいります。 

 有害鳥獣等処理施設につきましては、今後も狩猟者や委託先との連携を強化し、有効な

施設の運営を進めてまいります。 

 ２つ、産業振興・地域経済の活性化と社会資本の整備。 

 ＜農林業を基本に据えた活力ある産業の創造＞ 

 本町の基幹産業である酪農業は、生乳出荷戸数の減少により国内では慢性的な生乳不足

の傾向にあることから、生産調整の心配もなく、乳価についても比較的高値で推移してい

る現状にあります。 

 一方で、ＴＰＰ交渉の大筋合意による将来的な影響が不明瞭なため、酪農の将来性に不

安を抱く農業者が多く、永続的な酪農経営の維持が懸念される状況にあります。 

 本町においても、農家戸数の減少が見込まれていますが、近年は、経営移譲された青年
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農業者や経営に参画している農業後継者が増加傾向にあり、さらには新規参入を目指す酪

農研修生の受け入れなど、本町における酪農経営は新たな世代へと受け継がれていく状況

にあります。 

 このような若い世代の農業者の可能性を高めるとともに、既存農業者の経営の安定化や

農業経営の第三者継承を円滑に進めるため、本年度より「中頓別町酪農振興支援条例」に

よる新たな制度をスタートさせ、規模拡大に向けた施設整備の支援や施設整備の改修、後

継者が経営移譲を受けた場合の優遇措置、第三者へ農場を譲渡する際の協力金等により、

本町の酪農業の活性化を図ってまいります。 

 また、自然環境に恵まれた土地資源の有効活用を図り、良質な粗飼料を確保するため、

畜産担い手育成総合整備事業による草地整備改良事業を継続してまいります。さらに耕作

放棄地の発生防止と地域の共同取り組み活動を推進する中山間地域等直接支払交付金事業

と、集落の多面的機能の維持・増進を進めるため多面的機能支払交付金事業を継続し、農

地の有効利用を図り、土地基盤に立脚した農業経営を推進してまいります。 

 国では、意欲のある担い手農家へ農地の集積を進めるため、農地中間管理事業を本格化

するとともに、経営所得安定対策などの施策を講じておりますが、本町としても地域の実

情を勘案した上で必要となる事業を実施してまいります。 

 酪農家の労働力や機械力不足の低減を図り、良質粗飼料の確保と生産コストの低減等の

経営の合理化を図るため、コントラクター利用組合やＴＭＲセンター、堆肥センター、受

託組織への支援や町営牧場における育成牛等の預託業務や酪農ヘルパー制度の維持等、農

業者の経営の安定化と生活の向上に対する支援を継続してまいります。 

 町農業担い手育成センターが実施している酪農研修受け入れ制度により、本年度におき

ましても１組の研修生が経営を開始する見込みであり、今後も新規参入希望者の誘致と、

農家子弟の後継者や地域農業の担い手の育成に向けた研修等の実施について、農業関係機

関と連携を図り推進してまいります。 

 『牛乳等地域の生産物を活用した６次産業化推進検討会』においては、地域で生産され

る牛乳を地域内で活用できる体制の整備を検討してまいりましたが、本年度においては農

業体験交流施設の設備を活用し、小規模乳処理プラントとして許可申請等を進め、地域内

での利活用や特産品の開発に向けた試験研究を進めてまいります。 

 森林・林業を取り巻く情勢は、外国産の安価な木材の輸入拡大等により依然として厳し

い状況ではありますが、道内では木質系資源を活用したボイラー等の導入や発電施設の整

備計画が進められるなど、徐々にではありますが、需要が広がり始めている状況にあり、

本町としても木質系資源を活用した事業の導入について今後検討してまいります。 

 森林は、環境保全や水資源の涵養等多面的な機能を有しており、計画的な整備が必要で

あります。このため、町有林の計画的な施業や民有林の無立木地の解消、育林への支援を

継続してまいります。さらに、小頓別地区での林道整備に向けた計画策定を今年度から進

めるとともに、今後も計画的な林道や作業道の整備に努めてまいります。 
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 また、森林整備の担い手である森林作業員の就労の通年化を支援するとともに、森林所

有者の把握に努め、適切な施業の助言や情報を提供し、森林の集約化・作業の効率化を進

めてまいります。 

 商工業の振興では、アベノミクスの効果も停滞している感が否めず、本町においてはな

お一層の厳しさを実感せざるを得ない厳しい状況となっています。 

 こうした中にあっても、町商工会では、将来の商工業振興策としてのマスタープランを

平成２６年度に策定し、現在、懸命な努力を行っており、町といたしましても「プレミア

ム商品券発行事業」を継続して支援し町内における購買力の向上を図るとともに、地域が

一体となった地域経済の振興に取り組んでまいります。 

 このため、既存事業者の経営の安定化や後継者への支援対策、事業所等の第三者継承を

円滑に進めるため、本年度より「中頓別町商工業振興支援条例」による新たな制度をスタ

ートさせ、新規事業等の実施に向けた施設整備の支援や施設・設備の改修、後継者が経営

移譲を受けた場合の優遇措置、第三者へ事業所等を譲渡する際の協力金の交付等により、

本町の商工業の活性化を図ってまいります。また、従来どおり中小企業振興資金融資事業

等も引き続き継続してまいります。 

 国においては観光が我が国の力強い経済を取り戻すために極めて重要な成長分野として

「観光立国」を目指す取り組みが進められ、北海道においても同様に重点政策に位置づけ

られています。既に急速に成長するアジアを初めとする世界の観光需要が取り込まれてお

り、さらに伸び続けていく期待が持たれているところです。 

 しかし、町としてはそうした流れを引き寄せるには至っておらず、観光入り込み数も停

滞した状況が続いています。平成２７年度から着手した観光振興計画の策定に取り組み、

観光が地域経済の活力を取り戻す核となれるよう、農商工などとの連携を進めながら観光

受け入れ態勢の充実を図ってまいります。特に、ピンネシリ温泉の運営については当面の

収支改善に向け町も主体的にかかわっていくとともに、懸案となっている敏音知地区観光

関連施設の有効な運営のあり方や、町全体の観光事業のあり方についてより具体的な検討

を進めてまいります。 

 ＜快適に暮らすことができる生活環境の整備＞ 

 ＪＲ天北線廃止に伴い平成元年から運行してきた天北線代替輸送バスが、ことし１０月

から大きく見直され中頓別町から音威子府の区間が廃止されるとともに、その代替交通手

段としてＪＲ特急接続に向け猿払村から音威子府の区間で乗り合いタクシーを運行すると

いうことで今計画の検討がなされているところであります。このことは、これだけでは利

用者の利便性を損なうだけでなく、地域の疲弊感や将来への不安を感じる結果につながっ

ています。 

 こうしたことを踏まえ、本町としては、関係３町村で今後も協議を進めることはもちろ

んですが、町独自で地域公共交通の見直しに取り組んでまいります。利用する町民本位で

地域生活交通のあり方やその方向性について根本から検討していくとともに、町民が安心
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できるコミュニティー交通の実現を目指してまいります。 

 町民が安全に安心して快適に暮らすことができる生活環境をつくるため、本年度も町道

の整備を初め、老朽化が進んでいる橋梁、町営住宅、上下水道施設の修繕や改築を実施し

てまいります。 

 町道では、あかね２号線が完了したことに伴い、新規事業として中頓別駅向線の整備に

着手いたします。 

 住宅では、住宅不足の解消を図るため町の助成制度を活用した民間アパートの建設促進

などを図るとともに、定住促進に向け持ち家の建設に対する助成の拡充を検討してまいり

ます。公営住宅については、計画的に修繕を進めて住環境の改善を図ってまいります。 

 また、廃屋化した建築物などの解体撤去に対する助成制度を継続してまいります。 

 ３．保健医療福祉の充実と安全安心な暮らしの保障 

  ＜誰もが健康で安心して暮すことができる保健・医療・福祉の充実＞ 

 著しく少子・高齢化が進む中、子供からお年寄りまで、全ての町民がいつまでも安心し

て安全に暮らすことができるまちづくりを基本に、健康づくり、地域医療の確保、高齢者

や障がい者等に対する福祉、その他諸施策を総合的に推進してまいります。 

 地域福祉では、社会福祉協議会との連携を強化して町民一人一人の課題や悩み、困難に

向き合える体制づくりを進め、全ての町民が思いやりの心を持ち、助け合い支え合う地域

づくりを推進してまいります。 

 成年後見制度の活用や、地域での見守り体制のさらなる充実を図るとともに、サロン活

動の推進等、「町民が集える場の提供」を進めてまいります。また、除雪サービスの新た

な仕組みを検討し、平成２８年度から町民の方々の要望に応えられるよう対策を講じてま

いります。 

 高齢者福祉では、引き続き後期高齢者見舞金、福祉ハイヤー、病院患者輸送、温泉入浴

助成等の事業を継続してまいります。 

 障がい者福祉では、障がい者及び障がい児が基本的人権を享有し、個人の尊厳にふさわ

しい日常生活、社会生活を営むことができるよう、きめ細やかにニーズを把握するととも

に、関係機関、障がい者福祉施設、相談支援事業所など連携し、障がい福祉サービスの充

実を図ってまいります。 

 平成２８年度においては、精神疾患の支援等について学びの場を設け、障がいがあって

も地域で自分らしい生活が営むことができるよう支援してまいります。 

 介護保険では、新たな地域ケアシステム構築に向け、さまざまな支援に速やかに対応で

きるよう、関係機関との連携を深め体制の整備を進めてまいります。また、「介護予防・

日常生活支援総合事業（新しい総合事業）」への移行に向け自治会やボランティアなどと

連携し、生活支援の充実、高齢者の社会参加・支え合い体制づくり、介護予防の推進、関

係者間の意識共有と自立支援に向けたサービスの構築を図ってまいります。 

 特別養護老人ホーム長寿園については、南宗谷福祉会がその運営体制の強化と入所者へ
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のサービスの向上を図っていくことを基本として、既に策定された計画に沿って増改修事

業を支援してまいります。 

 また、福祉施設等で人材の確保が困難となっている状況を踏まえ、福祉施設従事者の養

成と資格取得を目的とした新たな助成制度を創設し、社会福祉施設等を支援してまいりま

す。 

 保健予防では、昨年度策定した第２次「健康なかとんべつ２１」の理念を推進し、健康

寿命の延伸と健康格差の縮小を目指し、生活習慣病の予防、栄養・食生活、運動、歯・口

腔の健康、心の健康など取り組みを進めてまいります。個別の課題解決のために家庭訪問、

個別相談の充実を図るとともに健康づくりセミナーなど町民が健康を学ぶ機会を継続し、

町民の健康づくり活動をより積極的に支援してまいります。 

 また、平成２８年度より北海道全域が定期予防接種に位置づけられた日本脳炎予防接種

対象となる期間に接種できるよう、勧奨してまいります。 

 がん検診につきましては、「がん検診推進事業」、「新たなステージに入ったがん検診

の総合支援事業」に取り組み、重点的に大腸がん検診、子宮がん検診、乳がん検診の普及

啓発に努めてまいります。 

 国民健康保険では、平成２７年度策定した「国民健康保険保健事業実施計画（データヘ

ルス計画）」に基づき保健事業を展開してまいります。特に特定健診・保健指導など被保

険者の健康増進、糖尿病等の発症や重症化予防に取り組むことで、脳血管疾患・虚血性疾

患・糖尿病性腎症の発症を減らすことを目指してまいります。医療費の伸びを抑え安定的

で持続可能な国民健康保険の事業運営を進めてまいります。 

 また、平成３０年度から実施される新たな国民健康保険制度の円滑な実施・運営に向け

て協議を進めてまいります。 

 町国保病院につきましては、昨年度は２人目の常勤医の確保ができませんでしたが、週

２日半ご協力をいただける非常勤医により対処してきました。引き続き、常勤医及び非常

勤医の確保、診療科拡充に向けた応援医師の確保に努力をしてまいります。 

 昨年度増築いたしましたリハビリテーション室による通所リハビリや訪問リハビリを開

始すべく理学療法士や作業療法士の確保を進めるとともに、昨年度から開始しました訪問

看護の拡充を目指し不足している看護師の確保にも積極的に取り組み、在宅医療の充実を

図ってまいります。 

 また、築３３年が経過する病院施設の大規模な改修や消防法改正によるスプリンクラー

の設置及び計画的な医療機器等の更新に着手します。 

 ＜安全な町民生活を支える体制、対策の確立＞ 

 いついかなる災害に遭遇するのかは予想できるものではありませんが、近年、当町にお

いても集中豪雨による警戒対応の機会が増加していることから、一層関係機関との密接な

連携による定期的な防災訓練を行ってまいります。特に、防災・減災対策は、地域住民と

の連携が重要であることから、日常的な啓発活動の推進により一層努めてまいります。 
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 町民の皆さんのとうとい命が悲惨な交通事故で失うことのないよう、また、子供やお年

寄りを中心に町民の方々が犯罪に巻き込まれることがないよう、警察や町生活安全協会等

の関係機関としっかり連携して意識啓発や交通・防犯活動に取り組んでまいります。 

 近年、生活環境や住環境の変化により、火災・救助を初めとした災害事案が特殊化・複

雑化してきており多様な対応が必要となってきております。 

 こうした事案に対応するため、本年度は、消防大学校及び北海道消防学校に職員を派遣

し、部隊・組織運用、指揮理論、防災・特殊災害対策など高度な知識と技術を習得させ、

災害対応体制の確立を目指してまいります。 

 本町は、高齢化率３７％を超え災害時要援護者とみなされる高齢者世帯が年々増加傾向

にあることから、火災発生の未然防止、焼死事故防止対策として、年間を通じ防火査察・

防火講習を実施するとともに、住宅用火災警報器１００％設置を目指した促進活動を展開

し、火災のない住みよい安心安全なまちづくりに努めてまいります。 

 今日の救急業務は、生活習慣の変化に伴い疾病構造が多様化する中、救命率向上という

時代のニーズに応え救命処置の範囲が拡大され、救急救命士はもとより一般救急隊員も以

前にも増してより専門的な知識と技術が求められていることから、本年度は「気管挿管認

定資格者」「特定の拡大処置が行える資格者」を養成し、救急救命体制の確立を一層推進

してまいります。 

 また、救命率向上の鍵は、地域住民の方々による応急手当てが不可欠であることから、

引き続き救急講習会を随時開催し、町内１７カ所に設置されているＡＥＤ（自動体外式除

細動器）の使用方法など応急手当ての普及啓発活動に努めてまいります。 

 ４ 子育て支援、教育の充実 

 ＜健やかでこころ豊かな子どもを育てる環境づくり＞ 

 子ども・子育て支援事業計画を基本とし、質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な

提供、保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善、保健福祉課、教育委員会、認定こ

ども園と連携を強化し、地域の子育て支援の充実を図ってまいります。 

 総合的な子ども・子育て支援の拠点づくりを進めるとともに、保育時間の延長、ファミ

リーサポート事業などサービスの拡充を図ってまいります。また、子供の貧困や虐待に対

する問題を見逃すことがないよう、必要な体制を構築してその対策にも取り組んでまいり

ます。 

 妊娠から出産、育児まで切れ目のない支援を行い、全ての子供の健やかな成長とその家

族を応援します。 

 平成２７年度で不妊治療費の一部助成を始めていますが、２８年度からは同治療に対す

る交通費のほか、妊婦健康診査に対する交通費助成を創設し、妊娠を望むご夫婦の経済的

な負担軽減を図り安心して通院できるよう支援し、新たな命の育みを応援してまいります。 

 子供たちは、未来からの留学生であり、宝であり、希望です。社会が急激に変化する中、

グローバル化への対応や少子高齢化による社会活力の低下など、多くの課題が生じていま
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す。 

 このような社会情勢を念頭に、変化の激しい時代を生き抜く子供たちに基礎基本をしっ

かりと身につけさせ、思考力や判断力を磨き、主体性を持って多様な人々と協働するとと

もに、みずからの手で人生を切り開く力をつける教育活動を推進してまいります。 

 小学校や中学校では、土曜日の授業を実施して、学力の向上や生活習慣の改善に努めま

す。また、フッ化物洗口をこども園や小学校で実施して、口内環境改善を図り、虫歯ゼロ

を目指します。 

 さらに、昨年度までの放課後児童クラブと放課後子ども教室を一体化した放課後子ども

プランの推進を図り、学習や各種体験活動を行い、放課後や長期休業中の適切な時間の活

用を支援してまいります。 

 そして、子供たちにレベルの高いスポーツや文化芸術を目の当たりにする「夢と希望！

感動体験」事業を進め、健やかで心豊かな子供を育てる機会の創出に努めます。 

 なお、小中学校を初め、スキー場や町民センター、町民体育館など、教育関連施設の整

備についても具体的な検討を進めてまいります。 

＜生きがいとまちづくりを支える社会教育の推進＞ 

 町民の皆さん一人一人が生きがいとゆとりを持ち、潤いのある生活を送るためには、自

由に学ぶことができる場や機会の充実を図ることが大切です。 

 体力向上や健康増進を図る多様な取り組み、各種スポーツ教室や町民スポーツ大会の実

施、主体的な創作活動や日常的な文化芸術活動の奨励、それらの成果を発表する町民文化

祭の開催等、生きがいやまちづくりを支える社会教育の一層の充実を目指すべく、教育委

員会と十分な連携を図ってまいります。 

 ５．町民主役の町政運営 

＜情報の共有と町民参加によるまちづくりの推進＞ 

 町政への理解と信頼関係を深めるためには、情報の共有は不可欠であり、町民の方々が

行政により一層関心を持っていただけるよう広報紙面の充実と効果的な情報の提供に努め

てまいります。 

 町ホームページは、行政の情報発信手段として、また、町民生活の向上に今や重要な役

割を担っていることから、町内外に対してよりわかりやすい情報提供となるよう努めてま

いります。また、引き続き町民の方々の生の声を聴く機会となる広聴活動を積極的に取り

組んでまいります。 

 今年度は、平成１１年以来となる町の概要や魅力、そして基本的な統計情報をまとめた

「町勢要覧」を作成し、町の魅力の再発見の機会として多くの方々に広く提供してまいり

ます。 

 また、行政では多くの情報冊子や新聞を取りそろえていることから、町民の方々にも自

由に閲覧していただけるよう、町民ホールに書棚等を設置してまいります。 

＜創造的な自治体改革の推進＞ 
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 自治体財政の健全度を示す財政健全化判断基準の一つである実質公債費比率（３カ年平

均）は、平成２６年度決算において、前年度の１２．４％から８．６％まで引き下げるこ

とができました。 

 平成２６年度単年度比率では５．５％となり、平成２７年度財政健全化比率は４．９％

（単年度比率１．８％）となる見通しであります。人口減少対策など積極的な施策の推進

を図りつつも、見通しがきかない将来の財源に依存することがないよう財政の健全化を維

持し、身の丈に合った財政運営を進めてまいります。 

 また、本町は、自主財源が極めて乏しく、地方交付税に依存せざるを得ない財政運営を

余儀なくされており、地方財政計画に基づく交付税額の減少が見込まれることから、最少

の経費で最大の効果が得られるよう予算の執行に努めてまいります。 

 さらに、平成２９年度から始まる公会計新統一基準に向けた準備やシステムの導入等の

取り組みを行います。 

 今後の行政運営における大きな課題の一つに公共施設等の老朽化問題があることから、

町有施設について、長期的な視点を持って、更新・修繕・長寿命化等に向けた基本方針を

示す「公共施設等総合管理計画」（仮称）を今年度中に策定してまいります。 

 今年１月からスタートしたマイナンバー制度を推進していく上で、地方自治体における

高度な情報セキュリティー対策が求められていることから、確実に対応してまいります。 

 また、今年度から本格的に運用されることとなる人事評価制度を確固たるものとするた

め、制度の運用支援を図りながら職員の公務能率の向上に努めるとともに、役場窓口にお

ける職員対応のあり方について、改めて研修する機会を設け、職員の窓口対応の向上に努

めてまいります。 

 これまで慎重な対応をとってまいりましたふるさと納税についてでありますが、本来の

趣旨を尊重しつつも、より前向きに対策を進めてまいります。平成２８年度では、宣伝方

法や返礼品などをどうするかなどについて検討しながら、特産品の開発や掘り起こしにも

取り組み、納税額の増額に向け創意工夫をしてまいりたいと考えております。 

 以上、平成２８年度の基本的、重点的な施政方針を申し上げました。 

 町民の皆様並びに町議会議員各位のなお一層のご理解とご協力をお願い申し上げ、町政

執行方針といたします。 

 よろしくお願いいたします。 

〇議長（村山義明君） これにて平成２７年度町政執行方針は終了しました。 

 

    ◎平成２８年度教育行政執行方針 

〇議長（村山義明君） 日程第２、平成２８年度教育行政執行方針を行います。 

 教育長より発言の申し出がありますので、これを許します。 

 教育長。 

〇教育長（田邊彰宏君） おはようございます。平成２８年度教育行政執行方針について
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申し上げさせていただきます。 

 平成２８年第１回中頓別町議会定例会の開会に当たり、中頓別町教育委員会の所管行政

にかかわる主要な方針について申し上げます。 

 子供は、未来からの留学生であり、希望であり、宝です。 

 今日、社会が急激に変化する中で、グローバル化への対応や少子高齢化による社会活力

の低下など、多くの課題が生じてきています。 

 教育基本法は、「教育は人格の感性をめざし、平和で民主的な国家及び社会の形成者と

して必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行わなければならない」と、

その目的を明確にしております。 

 この目的を踏まえて、町民の信頼と期待に応えるために必要な教育環境を整備して、教

育の質を高めていくことは教育委員会の使命と考えます。 

 地域の人口の減少や産業構造の変化など、大きな課題があろうとも、未来を担う子供た

ちが生き生きと学び、たくましく成長することができるよう、学力や体力の向上、教育環

境の整備など、学校教育の充実に努めてまいります。 

 また、町民一人一人が生きがいと潤いのある人生を過ごすため、芸術文化やスポーツに

親しみ、主体的な生涯学習や運動を通して、活力ある地域社会づくりに結びつく教育行政

を推進してまいります。 

 本年１月の総合教育会議で「中頓別町教育大綱」が策定されました。この大綱の４つの

柱、中頓別町総合計画や教育推進計画にのっとり、平成２８年度の教育を推進してまいり

ます。 

 それでは、主な重点施策について、申し上げます。 

 柱１は、「社会で活きる実践的な力の育成」についてです。 

 このことに係り２点申し上げます。 

 １点目は、確かな学力の育成です。 

 全ての子供たちが社会で自立するためには、確かな学力を身につけさせなければなりま

せん。そのためには、授業改善と家庭学習習慣の確立が必要です。 

 教員は、今までの実践に自信と誇りを持つとともに、変えるべきところは思い切って変

えるという柔軟性を失うことなく、授業改善に臨むことが求められます。子供たちが理解

できる喜びのある授業を目指し、日常的な授業見学や教員の授業力向上を図る研修を進め

てまいります。 

 また、小学校では生活リズムチェックシート、中学校ではプランシートを活用して「早

寝・早起き・朝ごはん」等の望ましい生活習慣の確立に向けて、保護者と共通認識を深め

てまいります。そして、教育支援を必要とする子供のニーズに応じた支援員の配置を継続

してまいります。 

 今年度から、小学校で５回、中学校で７回、土曜日授業を実施する予定でございます。

午前中に通常の授業や特別活動、学校行事等を実施して、授業時数の確保はもちろん、児
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童生徒の学力向上や望ましい生活習慣の確立に努めてまいりたいと思います。 

 ２点目は、豊かな心と健やかな体を育む教育です。 

 子供たち一人一人が、お互いを尊重して、ともに支え合いながら成長していくためには、

学校や家庭・地域が連携しながら、心身の健やかな発達と調和のとれた児童生徒を育成す

る教育を進めることが必要です。 

 小中学校においては、規範意識や自己肯定感、命を大切にする心や思いやりの心、豊か

な人間性や社会性を育むため、そのかなめとなる道徳教育の充実に努めてまいります。 

 また、校内外での日常的な挨拶の励行や学校での教育活動全てが道徳教育であるという

考え方を浸透してまいります。 

 いじめは、社会性を身につける途上にある児童生徒が集団で活動する場合、しばしば発

生するものと認識します。学校において、一定数のいじめが認知されることはある意味自

然と考えます。 

 学校教育には、児童生徒一人一人の言動や動向に注意を払うことが強く求められていま

す。いじめの未然防止、早期発見・早期対応・早期解消に組織として取り組む指導体制の

充実に努めてまいります。 

 平成２７年度の全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果によると、中頓別町の子供

たちは、全国平均に届かない状況が見られます。 

 体力は健康の維持だけではなく、意欲や気力など精神面の充実にも大きくかかわるもの

です。骨太でタフな子供たちの育成を目指すべく、運動に親しむ資質や能力、体力を培う

体育の授業や学校行事の充実に努めます。 

 また、子供たちに、栄養教諭を活用した食に関する正しい知識や望ましい食習慣を身に

つけさせる授業を行うとともに、安心・安全でおいしい給食の提供に努めてまいります。 

 さらに、フッ化物洗口を認定こども園の年長組、小学校１年生から６年生まで実施して、

歯の健康を意識させるとともに虫歯ゼロを目指します。なお、平成２９年度から中学校で

も実施する予定です。 

 柱２は、「信頼される学校の構築と教育環境の整備充実」についてです。 

 このことに係り２点申し上げます。 

 １点目は、信頼される学校の構築です。 

 学校教育の成否は、子供たちの教育に直接携わる教職員の人間性や指導力によるところ

が大きく、時代の要請に応じて、継続的に教職員の資質や能力の向上を図ることが必要で

す。 

 そのためには、教職員には、教育公務員としての自覚のもと、法令遵守はもちろん、道

教委が実施する各種研修会等に出席し、アクティブ・ラーニングの意義を深く理解するな

ど、みずからの資質の向上に努め、子供たちや保護者の負託に応えることが必要です。 

 また、認定こども園と小学校、小学校と中学校が子供たちの情報や意見交換を行い、小

１プロブレムや中１ギャップの未然防止を図り、スムーズな受け入れを進めてまいります。 
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 そして、学校の情報を積極的に学校だより等で発信するとともに、児童生徒や保護者、

地域の声に耳を傾ける学校評価の実施と結果の公表を行います。 

 将来的には、小学校、中学校ともにコミュニティー・スクールの導入を目指すとともに、

学校教育の改善に努め、地域に開かれ、より信頼される学校となるよう指導してまいりま

す。 

 ２点目は、教育環境の整備充実です。 

 学校施設等の整備充実については、実物投影機やパソコン、タブレット端末等を用いた

ＩＣＴ教育の推進等、時代に応じた教材や備品、安全で安心な教育環境の整備に努めます。 

 また、教育関連施設は、学校教育や社会教育を推進する上で欠かすことのできない施設

であり、町民の活動拠点としても、重要な役割を担っております。 

 このような中、中頓別町の教育関連施設は、経年劣化や老朽化が進み、大規模な改修や

リニューアルが必要な状況です。特に、小学校の大規模改修、中学校の防寒対策、スキー

場リフトの更新等は、喫緊の課題であり、速やかな対応が必要です。 

 将来の人口の推計資料をしんしゃくするとともに、今後の教育関連施設の整備方針を検

討して、可能なものから速やかに実施してまいります。 

 柱３は、地域の教育力の向上と生涯学習の振興についてです。 

 このことに係り２点申し上げます。 

 １点目は、地域の教育力の向上を図ることです。 

 地域の人材を活用した学習支援や通学路の見守り活動等は、子供たちの健全な成長に結

びつくとともに、地域の大きな教育力となります。 

 先ほど町長からも申し上げられましたが、昨年までの放課後子ども教室と放課後児童ク

ラブを一体化して、「放課後子どもプラン」を推進いたします。地域の人材を活用した職

員（指導員や支援員）を配置して、自学自習を基本としますが、その日の授業を振り返る

学習や読書、英語教室、運動やスポーツを行います。 

 また、自然体験や生活体験等の活動も行います。放課後や長期休業中の適切な時間の活

用を図り、子供たちの安全で健やかな居場所づくりを推進してまいります。 

 そして、中頓別町郷土資料館は、中頓別の自然や風土、歴史や文化に関する貴重な資料

等が多数展示されています。この資料館を活用したふるさと学習や体験学習に努めてまい

ります。 

 ２点目は生涯学習の振興です。 

 生涯学習の振興は、幼年期から高齢期まで、それぞれの段階に応じて、最初の一歩から

継続して学び、楽しく、生きがいを感じて生活することにより、町民同士の相互扶助、地

域コミュニティーの醸成、活力ある地域づくりの一助となるものと認識しています。 

 そのためには、「いつでも、どこでも、だれでも」が教養や趣味など、やってみたいこ

とに挑戦して、みずからの人間性を高め潤いに結びつく、多様な学習や機会の設定に努め

てまいります。 
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 青少年柔剣道場にある図書室は、町民が生涯にわたって知的情報が自由に得られ、いつ

でも気軽に利用できる場として、町民にとっては、なくてはならない生涯学習施設です。 

 このため、図書室サービスの充実を目指した環境整備や蔵書の拡充に努めるとともに、

幼児を対象とした「ブックスタート」や「読み聞かせ」事業、図書室まつりなど読書に親

しむ活動を推進してまいります。 

 また、図書室職員を小学校に派遣して、学校図書館の整備や利用の促進、広報活動を行

い、校内の読書環境の充実を図り、本が大好きな子供たちを育ててまいりたいと考えてお

ります。 

 柱４は、文化芸術・健康づくりとスポーツの振興についてです。 

 このことに係り３点申し上げます。 

 １点目は文化芸術の振興です。 

 誰もが、芸術のすばらしさを実感して生活の中で潤いと感動が得られるよう、身近に芸

術文化に親しむことのできる環境づくりを進めることが重要です。 

 昨年の町民文化祭では、倉本聰さんの講演を初め、高校生と中学生の吹奏楽のコラボ、

展示作品等は、町民の皆様から好評を博しました。絵画や書道、生け花、写真、標本等の

展示を初め、ピアノ演奏やカラオケ、詩吟等、日ごろの練習の成果を町民に発表する場は、

文化芸術の普及に大きな力となります。 

 今年度も引き続き、高校生（稚内高校、浜頓別高校）に出演を依頼していますので、多

くの町民の皆様の来訪を期待しております。 

 また、各種文化芸術活動を支援するとともに、文化協会との連携を図り、町民の文化芸

術の振興に努めてまいります。 

 ２点目は健康づくりとスポーツの振興です。 

 心身ともに健康で豊かな生活を送ることは、全ての町民の願いであり、幸せを実感でき

るものです。スポーツを通じて、町民が健康で豊かな生活を営むためには、ライフステー

ジに応じたスポーツ活動の振興と地域のスポーツ環境の整備が必要です。 

 そのため、地域の特性を生かした四季折々のスポーツを推進するとともに、いつでも誰

でも気軽にできるニュースポーツの発掘に努めます。 

 さきに申し上げましたが、本町の子供たちの体力・運動能力は、全国平均に届かない状

況が見られます。これは、生活習慣等さまざまな要因がありますが、改善策として、体を

動かすことが大好きな子供たちを育成することが何よりと認識します。 

 体育の授業の充実はもちろん、児童生徒に運動の楽しさを伝えるスポーツ教室や大会を

実施します。また、指導者の養成や指導力の向上に努めてまいります。 

 なお、町民駅伝大会については、町外からの参加も含めて、参加チームの拡大を目指す

ことを検討しております。 

 ３点目は、「夢と希望を！感動体験事業」の実施について、申し上げます。 

 この事業は、保護者や家庭は、「いつの時代であっても、社会背景に影響されることな
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く、子どもたちが、たくましく成長して力強く人生を歩んで欲しい」と願っている。この

感動体験は、子供たちの未来の糧となり、子供たちの「生きる力・生き抜く力」を育む一

助となる。この２つを目的としてございます。 

 財源は、「未来を担うこどもの健全育成と教育の基金」を充当します。対象事業は、劇

団四季や札幌交響楽団等の舞台芸術、日本ハムやコンサドーレ等のスポーツ観戦、動物園

や博物館等の施設見学、陶芸やガラス工芸等の物づくり体験を模索しております。 

 今年度は、試行的に中学校３年生の希望を踏まえ、修学旅行を活用する予定です。中学

生に、本物の、レベルの高い、プロの芸術やスポーツ等に浸る時間を創出してまいります。

この感動体験が、一人一人の今後の人生の大きな糧となることを大いに期待しております。 

 以上、平成２８年度の教育行政の執行に関する主要な方針について申し上げました。 

 町民の皆さん並びに町議会議員各位のご理解とご協力をお願い申し上げ、平成２８年度

の教育行政執行方針といたします。 

〇議長（村山義明君） これにて平成２８年度教育行政執行方針は終了しました。 

 ここで１０分ほど休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時４５分 

再開 午前１０時５５分 

 

〇議長（村山義明君） 休憩前に戻り会議を開きます。 

 

    ◎一般質問 

〇議長（村山義明君） 日程第３、一般質問を行います。 

 今定例会では７名の議員から通告がありました。 

 順番に発言を許します。 

 受け付け番号１、議席番号５番、細谷さん。 

〇５番（細谷久雄君） 皆さん、おはようございます。受け付け番号１番、議席番号５番、

細谷でございます。中頓別町も３月に入り大分寒さも緩み、春近しと感じる時期になって

まいりました。それでは、議長のお許しをいただきましたので、通告に従い、質問させて

いただきます。私からは、きょうは１８歳選挙への町の取り組みはと子供たちの社会参画

について、２点ほど質問させていただきます。行政側の誠意あるご答弁と町民目線での真

摯な議論を求めていきたいと思います。 

 それでは、１点目の質問の１８歳選挙への町の取り組みはについてお伺いをいたします。

若者が政治や選挙に関心が薄いことは既に知られているが、ことしの参議院選挙から若者

の政治離れに歯どめをかけようと選挙権が１８歳に引き下げられる。本町でも高校在学中

である若者が新たに有権者になる。本来選挙管理委員会が取り組むべき事案であるが、政

治への関心、投票の意義を理解してもらうことは今後のまちづくりにも大きなかかわりが
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あると考えるので、町としての取り組みを伺う。 

〇議長（村山義明君） 町長。 

〇町長（小林生吉君） それでは、私のほうから細谷議員の１８歳選挙権への町の取り組

みについてご答弁を申し上げたいと思います。 

 基本的には、選挙管理委員会が取り組むべきことは取り組んでいるという前提のもとに

お話をさせていただきたいと思います。若者の政治への関心や投票の意義を理解してもら

うことは、大変重要なことと理解しておりますが、地元に高校がない中でこれまで検討し

てきておりませんでした。直接的に取り組むことが必要か、またそれができるかどうかを

含め選挙管理委員会、当町の子供たちが多く通う浜頓別高校などの取り組みを踏まえなが

ら検討してまいりたいというふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 細谷さん。 

〇５番（細谷久雄君） それでは、再質問させていただきます。 

 まず初めに、せっかくの機会ですので、ここで少しだけ日本における選挙権について振

り返ってみたいと思います。日本で初めて選挙が行われたのは、大日本帝国憲法が制定さ

れた１８８９年、明治２２年でした。その翌年に民主化の第一歩として衆議院議員選挙が

行われましたが、この選挙で投票できる人は直接国税を１５円以上納めている満２５歳以

上の男性に限られていたため、全人口の約１％、４５万人にしかすぎない上に投票方法が

記名式だったので、誰が誰に投票したかがわかってしまう仕組みでした。しかし、こうし

た選挙権制度に対しての批判が多く、少しずつ制度が改正されました。１９２５年、大正

１４年に２５歳以上の全ての男性が選挙権を持つことができるようになったのですが、女

性が選挙権を持つことはできませんでした。１９４５年、昭和２０年、第２次世界大戦が

終わり、長い長い歴史を経て満２０歳以上の男女、全ての日本国民が選挙権を持てるよう

になり、ことしの参議院選挙から若者の政治への参加意識を高めるために選挙権が１８歳

に引き下げられます。 

 日本での選挙権年齢の引き下げは、７０年ぶりとなっておりますが、既に世界の約９割

以上の国、地域では１８歳に選挙権が与えられております。特に先進国では、日本以外の

全ての国、ＯＥＣＤでも日本と韓国以外の全ての国で１８歳に選挙権が保障されています。

さらに、オーストリアでは１６歳以上に選挙権が付与されており、イギリスなども１８歳

から１６歳に引き下げの議論が今行われております。 

 また、日本では新たに選挙権を得る１８歳、１９歳は現役高校生３年生を含めて全国で

約２４０万人で、これは全有権者数の約２％に当たり、若者の声を政治に反映することは

大きな意義があり、我が国が抱える政治課題は若者の未来と直結しており、将来の施策に

ついても彼らの声に耳を傾けていかなければならないと私は思います。そこで、伺います

が、この１８歳以上への選挙権拡大を受け、中頓別町においても次期の町長選、町議会選

挙から１８歳選挙権が適用されることになりますが、今回の年齢改正によりことしの参議

院選挙で中頓別町では新たに対象となる有権者数はおおむねどれぐらいなのか伺います。
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また、中頓別町の有権者全体の何％に相当するのか伺います。 

 さらに、若い世代を含め、一人でも多くの有権者が投票しやすい環境を整備するため、

これまでの制度では３カ月以上現住所に住んでいなければその市区町村の選挙管理委員会

が作成する選挙人名簿に登録されず、投票できなかったが、今回の選挙権年齢１８歳の引

き下げにより進学や就職で引っ越す多くの若者が投票できなくなる投票権の空白の問題を

解消するため、１８歳から１９歳の若者が転居してから３カ月未満で公示、告示された選

挙権を迎えても旧住所で３カ月以上住んでいれば旧住所の自治体の名簿に登録され、投票

ができるようになりました。そこで、伺いますが、このような選挙人名簿の登録制度の改

正法は、選挙に無関心な若者たちには余り関心が湧かないと思いますが、町としてどのよ

うな形で若者たちに周知徹底するのか伺います。 

〇議長（村山義明君） 遠藤総務課長。 

〇総務課長（遠藤義一君） まず、１点目の対象者でありますけれども、現在浜頓別高校

の新３年生となる子供さんは、中頓別町内では１０名おります。うち、もし７月の２０日

に参議院選挙が行われるとした場合、それまでに選挙権を有する者は４名ということであ

ります。よって、今の町の選挙人の数はおおむね約１，６００名ですので、０．２％程度

ということになります。 

 それから、２点目の周知の関係でありますが、今議員がおっしゃられたとおり現在の制

度でいきますと浜頓別高校を３月に卒業された方は７名おります。この方が町内に残る分

については問題ないわけですけれども、町外に出ていったときにその辺の周知ということ

でありますが、これについては選挙管理委員会の中でもまだ議論は行っておりませんので、

今後選挙管理委員会の中で十分議論した上で、その周知方法については対応していきたい。

よって、３カ月要件を要件とせずとも、この方々には選挙権が有するわけですので、当日

の通知のはがきは町内のもともとの住所に行くということに多分なるのだろうというふう

に思いますので、その辺についても選挙管理委員会の中で十分議論した上で周知徹底を図

るということに努めていきたいというふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 細谷さん。 

〇５番（細谷久雄君） それでは、再々質問させていただきます。 

 再々質問では、学校での主権者教育について教育長に伺いたいと思います。今回の公職

選挙法の改正により、選挙権年齢が現在の２０歳から１８歳に引き下げられるが、小中学

校においては社会や地域の課題を自分の問題として捉え、主体的に政治にかかわる意識を

醸成する主権者教育に積極的に取り組む必要があると私は思います。主権者教育を学校で

行うことは、政治に関心を持つ最善、最大の機会となり、それにより社会の課題に接し、

向き合うきっかけになれば、いずれ社会の一員としての自覚が生まれていくと思います。

私は、学校教育の中で一つの柱として位置づけ、今後有権者としての意識を育む教育がき

ちんとなされたならば、若者の政治離れに歯どめをかける効果が期待できると思います。

そこで、伺いますが、数日前の新聞にも選挙に関する授業を小学校からしてほしかったと
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いう札幌市の高校３年生のコメントや札幌市の小学校の教員が社会科の国の政治の仕組み

について考える授業で、選挙権年齢を１８歳以上に引き下げる公職選挙法改正を報じた北

海道新聞の記事のコピーを全員に配り、一定の手応えを得たとの記事が掲載されておりま

した。子供たちが人生で初めての選挙権に参加するに当たり、大人が教えたことばかりで

なく、子供たちがわからないことや考えていること、知りたいことを聞く機会を持つこと

も政治を身近に感じる取り組みとして有効と考えます。平成２８年４月４日木曜日、日刊

宗谷版にも稚内大谷高校で出前講座、選挙の仕組みを学ぶという記事が掲載されていまし

た。私は、今後小中学校においても実際の国政選挙を用いた模範投票などの経験を通じて

の実践的、体験的な指導を徹底していく必要があると思いますが、教育長の見解を伺いま

す。 

〇議長（村山義明君） 田邊教育長。 

〇教育長（田邊彰宏君） ただいまの細谷議員の質問に回答させていただきます。 

 初めに、主権者教育でございますけれども、いろんな捉え方があろうかと思いますけれ

ども、やはり発達段階等において主権者教育という言葉で教育するのは高校になってから

であろうというふうに思います。小学校の段階では小学校６年生のときに、中学校では中

学校３年生の公民の中で民主主義や議会の仕組み、政治参加の重要性、主権者としての政

治参加のあり方等について、小学校のほうは小学校の言葉、中学校のほうは中学校の言葉

で指導をしております。その中でご指摘にありました小学校でも選挙の仕組みを理解させ

るためには、模擬投票あるいは模擬選挙等、これをやると選挙というのがこういうものな

のかというのはより体験的に身につくものというふうに考えます。今ここでやりますとい

うふうには申し上げられませんけれども、選挙が１８歳に引き下げられますので、これを

機会に小学校においても中学校においても何らかの形で模擬投票、模擬選挙、こんなこと

を考えてもらえないのかということは小学校、中学校に申し入れをしたいと思います。 

 また、機会がありますれば、ここに小学生や中学の諸君に来てもらって、模擬子供議会

等というようなものも開催できたら、より選挙というもの、あるいは次の質問にもありま

すけれども、社会参画の機会として有効に活用するのではないかなというふうに考えてお

ります。小学校からの選挙に関する早期に学習させるということ、大いに検討させてとい

うのですか、実施してまいりたいというふうに考えております。 

〇議長（村山義明君） 細谷さん。 

〇５番（細谷久雄君） 最後、ご答弁は要りませんけれども、議長、質問がなくても３回

目は特に言っても問題ないですよね。質問はだめですよね、３回目は。 

〇議長（村山義明君） 質問はだめです。 

〇５番（細谷久雄君） 最後にちょっと言いたいのですけれども、現在日本では高齢者世

代の政治インパクトが徐々に大きくなり、政治が高齢者のほうを重視するシルバー民主主

義の弊害が指摘されています。１８歳への選挙権年齢の引き下げをてこに、若い世代の政

治影響力を拡大、増大することで日本の民主主義を立て直すことが可能になると私は思い
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ます。また、小中学校においては、今ある社会科の授業などが知識注入型、仕組みや制度

を覚えるだけの授業ではなく、行動につながるよう実社会と直接かかわり合う場を確保し

たり、シミュレーションなどの体験参加型の授業を展開するなど、社会、政治などに興味、

関心を高める授業改善を進めていただきたいと私は思います。 

 以上で１点目の質問を終わりたいと思います。 

 それでは、２点目の質問を伺います。２点目の質問は、子供たちの社会参画について伺

います。まちづくりは未来をつくることであり、その主役は未来を担う子供たちです。子

供たちがふるさと中頓別に魅力を感じることを基盤とし、未来のまちづくりを担う町民と

して自覚を持ち、社会の一員としてみずから考え、行動し、自分たちの課題を見つけ出し、

それを解決するためにまちづくりに参画していくことが今後の教育では必要と思う。そこ

で、これまで本町では学校教育の中でふるさと中頓別の学びについて、子供たちにどのよ

うな取り組みを行ってきたのか、また今後どのように取り組んでいくのか伺う。 

〇議長（村山義明君） 田邊教育長。 

〇教育長（田邊彰宏君） 子供たちの社会参画については、大変重たい課題であると私は

考えております。子供たちは、小学校、中学校を中頓別町で過ごしまして、浜頓別高校を

初めほかの高校へ進学してまいります。その後さらに上級学校のほうに進みますと、中頓

別町へ帰省する回数は少なくなっているような感があります。 

 ことしの成人式には、１４名の参加がありました。小中学校をともに過ごした皆さんは、

当時にタイムスリップしたような感がありました。参加者のほとんどは町外で生活をして

いますが、町外で生活をしていても、ふとこのふるさと中頓別を意識することがあると思

います。 

 小学校、中学校でこの社会参画についての授業についてですけれども、かかわりのある

取り組みについて説明します。小学校は、３年生が社会科の授業で酪農体験、牛舎内の見

学、搾乳、トラクター試乗等やバターづくりを行っています。中頓別町の将来を担う子供

たちに食や命の大切さを伝えながら、ふるさと中頓別の酪農の魅力を伝えています。また、

郷土資料館を見学して、教育支援員の方から説明を聞き、ふるさとの自然や風土、産業、

歴史等について、余り深いところまでは行かないのですけれども、楢原民之助さんという

ような、砂金等については学んでおります。さらに、３年生から６年生が総合的な学習の

時間の中で中頓別探険隊と称しまして、中頓別町の自然、ピンネシリ岳周辺、観光、これ

は道の駅です。特産品、今年度はチーズということでしたけれども、これらのことについ

て教育支援員の方々から説明を聞いて、実際に見学をしたり、体験を行っています。ここ

で学んだことを３年生から６年生の児童一人一人が模造紙でありますとか、いわゆる冊子、

画用紙にまとめたものをとじたものなのですけれども、冊子としてまとめ、これを子供た

ちや保護者、教育支援員等が見守る中で発表会を行っています。 

 中学校では、１年生が総合的な学習の時間で産業教育を行っています。この中で郷土資

料館を活用しています。資料館の見学や本町の主産業であったでん粉工場や林業、木材に
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ついて教育支援員の方から深く説明を受け、中頓別町の産業の歴史を学んでいます。中学

校でも同様に学んだことを、これは発達段階がありますので、ＩＣＴ、パソコン、パワー

ポイントを活用した発表会が行われています。 

 小学校、中学校ともにふるさと中頓別町の学びを意識する取り組みを行っております。

今後も郷土資料館の活用や産業にかかわる体験学習等を継続してまいります。子供たちの

発達段階に応じた学びや体験がふるさと中頓別の学びの醸成に結びつき、地域の将来を担

う人材の育成につながることを大いに期待しています。これは私の思いでございますけれ

ども、「故郷」という歌があります。その３番の歌詞には、志を果たしていつの日にか帰

らんとありますけれども、この歌詞が志を果たしにいつの日にか帰らん、このような願い

を子供たちに抱いております。 

〇議長（村山義明君） 細谷さん。 

〇５番（細谷久雄君） それでは、再質問させていただきます。 

 中頓別町の全ての子供たちは、その将来に大きな可能性を秘めています。子供たち一人

一人がその可能性を伸ばしつつ、地域の未来を担う人材としてたくましく成長していくこ

とは、全ての大人たちの願いであり、同時にそのように子供たちを育んでいくことは大人

に課された責務でもあります。子供たちが次の時代のふるさと中頓別を愛し、ふるさと中

頓別の元気をつくる人材として活躍していくよう育成していくことが必要であります。 

 さらに、子供たちが中頓別町の一員としていろいろな地域づくりに参画することによっ

て、子供たちも自分が成長するだけでなく、周りの大人が変化し、地域の活性化につなが

ると私は思います。子供の特徴である固定観念にとらわれない柔軟な発想、好奇心、純粋

さ、素直さ、遊び心などは地域コミュニティーの再構築にとって貴重な原動力だと私は思

います。 

 そこで、伺いますが、現代の子供たちはインターネットでさまざまな情報を入手してい

ます。日々の暮らしと政治がつながっていることや町の仕組みがどのように決まっている

かなど、子供にもわかりやすい情報提供のページを町のホームページに整備すべきと考え

ます。また、先ほど教育長が述べられていたように、小学校や中学校の授業で取り組まれ

ているいろいろな中頓別町の体験学習に今後積極的に取り組み、小中学校を卒業して都会

に出ていった子供たちがいつか中頓別町に帰ってきたいと思えるような愛着心や地域愛を

育んでいけるような学校教育を行っていただきたい。私は、中頓別町の未来を切り開く主

人公は地元の未来である地元の小中学生ではないかと思いますが、教育長の見解を伺いま

す。 

〇議長（村山義明君） 田邊教育長。 

〇教育長（田邊彰宏君） 細谷議員のおっしゃるとおりであると思います。子供は、未来

からの留学生であり、宝であり、希望であるというふうに申し上げております。やはり子

供たちがこの中頓別町で育って、特に小学校、あるいはこども園の段階の中でこの町はす

ばらしい町、この町で育ったのだということ、これが幼いときの原体験として残りますと、
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中学校を卒業して町から離れていってもふるさと中頓別という気持ちは残るものだと思い

ます。特に学校教育の中でスキー授業があった、遠足があった、マラソン大会があった、

そういう原体験、これがふと都会の生活の中で苦しくなったとき、何かしら寂しくなった

ときに思い出させる、そういうような学校教育を育んでいきたいなというふうに思ってい

ます。そのためには、教育執行方針でも申し上げましたけれども、やはり学力の向上や生

活習慣、今の自分の生活は小学校のときのあの時代があるからだというような思い出に残

るといいますか、あのときがあったから今があると、そんな教育といいますか、そんな気

持ちを子供たちにつけさせてあげたいなというふうに考えております。 

 それから、小学校や中学校で行っている体験については、これは継続してまいりますが、

中身的には若干変化していくものだと思いますけれども、これらの取り組みを通してふる

さと中頓別を愛する気持ちを醸成させていきたいというふうに考えております。 

〇議長（村山義明君） 細谷さん。 

〇５番（細谷久雄君） それでは、再々質問させていただきます。 

 先ほど田邊教育長も述べましたが、私は平成２３年第４回定例会で子供の目線でまちづ

くりをという質問事項で、子供議会の実施について一般質問し、当時の米屋教育長から学

校と協議をしながら検討したいというご答弁をいただきました。中頓別町の教育長も昨年

から学校教育経験豊富な田邊教育長にかわりましたので、再々質問では再度子供たちの社

会参加の一環として子供議会の実施についてお伺いいたします。 

 子供たちが町の仕事や議会の仕事を学んだり、子供たちの率直な目で感じる質問やふる

さとのよさに気づき、ふるさとを元気にする提案をするなど、まちづくりに対する関心を

高めていくことは大変意義あることと私は思います。中頓別町の未来を担う子供たちに教

育の面からも自分が住む町の行政の仕組みや町政に対しても興味や関心を持たせるきっか

けとして、また若い世代が政治へ参加していく意識の底上げができる可能性をきわめた取

り組みとして子供議会の実施が必要と考え、提言させていただきます。 

 また、地域での具体的な活動を通じて、その目標に取り組むことで子供は自分は地域の

中で大切にされているという意識を持つことができ、自分の住む町を居場所として感じる

ことにつながります。こうした取り組みには、活動を通じて子供たちが社会参加という民

主主義のプロセスを実践し、学ぶことができるメリットもあると私は思いますが、教育長

の見解を伺います。 

〇議長（村山義明君） 田邊教育長。 

〇教育長（田邊彰宏君） 平成２３年度にも同じようなことを申し述べられたということ

でございますけれども、先ほども申し上げましたけれども、やはり子供たち、特に小学生

の諸君から子供夢トークといいますか、自分はこんなことを考えているのだとか、議員さ

んになったつもり、あるいは役場の職員になったつもりでこうしてほしいなとか、そんな

ことをここで、場所はここにならないかもしれませんけれども、子供議会的なことをぜひ

実施させていただきたいというふうに考えています。小学校、中学校ともに、中学校は生
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徒会役員あるいは希望者等がいればいいと思いますけれども、来てもらって、町長、それ

から教育長にこれはどうなのだというような形で二、三質問してくれると大変社会感覚と

してはメリットがあるのではないかなと思いますし、子供の柔軟な発想の中にすばらしい

意見があるのではないかというふうに考えておりますので、これについては子供夢トーク

あるいは子供議会、ぜひ実施させるべく、小学校、中学校のほうに私のほうから申し入れ、

指導してまいりたいというふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 細谷さん。 

〇５番（細谷久雄君） それでは、教育長の返答を聞きまして安心しました。 

 これで終わらせてもらいます。 

〇議長（村山義明君） これにて細谷さんの一般質問は終了しました。 

 受け付け番号２、議席番号１番、佐藤さん。 

〇１番（佐藤奈緒君） 受け付け番号２番、議席番号１番、佐藤です。それでは、私のほ

うから質問させていただきます。 

 １つ目は、子供医療費について質問させていただきます。子供が町内の病院を受診する

場合、償還払いが変更されて窓口負担がなくなりました。中頓別町以外の医療機関の取り

扱いはどうなっているのか。例えば旭川医大では窓口負担はないが、受診機会が多い名寄

市立病院では窓口負担をしなければならない。その基準は何か。また、改善の意向はある

のかお伺いいたします。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） ご答弁申し上げます。 

 平成２７年８月から保健医療機関で支払いを要しない現物給付ができる仕組みに取り組

んできたところですが、全ての医療機関で利用できていないのはご指摘のとおりです。町

としては、全ての医療機関を対象としたい考えですが、これが利用できるためには相手側

の医療機関にも受け入れていただく必要があります。名寄市立総合病院とは、制度導入前

から協議をさせていただいていますが、現物給付の対応が進まない理由として、窓口業務

を業者委託しているため、委託料等の見直しが想定されること、既存のレセプト処理のシ

ステムの改修が必要なこと、また各市町村が同じ仕組みで医療費助成制度を運営していな

いことなどもあり、現時点では実現に至っておりません。今後も名寄市立病院だけでなく、

その他の医療機関を含め対応していただけるところがふえるよう協議を重ねていきたいと

いうふうに考えております。 

〇議長（村山義明君） 佐藤さん。 

〇１番（佐藤奈緒君） この問題は、町だけでどうこうできる問題ではないのですが、本

町に小児科がない以上、ほかの市町村の医療機関を受診する以外方法がないので、引き続

き町長には名寄市立病院を含め現物給付ができる医療機関が一つでもふえるよう協議をし

ていただきたいと思います。そして、ふえた場合は町民にわかるように広報掲載やホーム

ページに掲載などしていただいて、子育て中のお父さん、お母さんに周知できるように努
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力していただきたいと思います。 

 それでは、次の質問に移らさせていただきます。２つ目の質問のこども園の延長保育に

ついてですが、４月からこども園の標準保育時間が１１時間になりますが、延長時間は前

後１時間と聞いています。現在延長保育希望者は何人いるのか、希望者がいなければ保育

体制を整えないのかお伺いいたします。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） ご答弁申し上げます。 

 子ども・子育て新制度において本町でも標準保育時間の１１時間で認定され、延長時間

は前後１時間ずつでの対応と考えているところですが、延長保育の希望は現在のところ登

園時については希望がなく、降園時については問い合わせが１件あったところです。保育

体制については、こども園において保護者説明会を開催し、説明したところですが、登園

時の延長保育が必要な場合は当日の職員の対応が難しいことから事前に申請をしていただ

き、降園時の延長保育については当日でも受け入れると、そういったような体制のもとで

延長保育に取り組んでいくようにしたいという考えであります。 

〇議長（村山義明君） 佐藤さん。 

〇１番（佐藤奈緒君） それでは、再質問させていただきます。 

 登園時の延長については、当日の職員の対応が難しいと言われていますが、具体的にど

う難しいのかを説明お願いします。 

 もう一つ、延長保育の延長の申請ですが、１カ月ごとに申請なのか、または当日でも電

話一本で簡単にできるのか、どのような形で申請になるのかお伺いいたします。 

 あと、もう一つなのですけれども、以前保育園の先生方によっては延長保育はありませ

んと言われる方とありますと言われる方がおられたのですが、先生方の延長保育に対して

の認知はきちんとされているのかお伺いいたします。 

〇議長（村山義明君） 遠藤こども館次長。 

〇こども館次長（遠藤美代子君） 登園時になぜ難しいのかというご質問なのですが、１

２月の１７日に保護者説明会を教育委員会、あと保健福祉、こども園等で実施をさせてい

ただきました。その際に１１時間保育を超えて延長する場合、実質７時３０分から６時３

０分が１１時間保育という形になりますが、それを超えた各１時間ずつとなると６時半か

ら７時半までの延長という形になります。これについて当日に６時半にお願いしたいとな

った場合に、その段階で職員の体制が通常７時半からの体制を整えていますが、事前の申

請がない場合、その対応が６時半という形になるとちょっと難しいところもありますので、

できましたら６時半にお願いする場合については事前の申請なり申し込みをお願いしたい

というご協力をいただいております。ただし、その後の延長、７時半までの延長の部分に

ついては当日でもその分の対応、来てからの対応だとできるであろうという形がありまし

たので、その辺については保護者の方にも後の部分の降園の部分については対応はさせて

いただきたいという、そういったご説明をさせていただきました。 
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 あと、申請の関係なのですが、今回の条例改正を保健福祉のほうですると思うのですけ

れども、その中に延長保育の申請書というものが入っています。そこには何月何日何時か

ら何時まで延長をしますという、そういった申請をできるだけ事前にお願いしたいという

ような、そういった中身で申請書がつくられています。なので、事前にわかる場合につい

ては早目にこういった部分で申請をお願いしたいという、そういったご協力を保護者の方

たちにお願いしなければならないかなというふうに思っています。 

 職員の認識の部分についてですけれども、この部分で保護者説明会を進めていく部分で、

職員とも何度も話をしながら、共通認識に立ちましょうという形では進めてきました。た

だ、進める段階でちょっとした見解の違いと、あと確認の違い等につきまして、もし保護

者の方にご迷惑もしくは違った形でお伝えしていたとしましたら、まず初めにそれはおわ

びしなければいけないなと思いますが、今後このことも含めましてさらに職員とは確認を

しながら、共通認識に立って、気持ちよく保護者の方たちにご利用いただけるような、そ

ういった進め方をしていきたいと思います。 

〇議長（村山義明君） 佐藤さん。 

〇１番（佐藤奈緒君） それでは、再々質問させていただきます。 

 こども園の延長保育についてなのですけれども、今までこども館の標準時間が８時から

夕方の５時まで、それで延長時間が朝は１５分、夕方３０分という形でずっと長年やって

きた経過があると思うのですけれども、今回国の変更によって標準時間が１１時間にして

くださいということで、こども園のほうでも１１時間対応できるように体制を整えて、先

生たちも女性の方ばかりで、もちろん家のこと、家事とかもありますし、朝早く出たり、

夜遅く帰ったりということで、大変になるというのはもう私も本当にそこは理解している

部分で、保育園の先生方の大変さというのもすごくわかるのですけれども、町長もいつも

言われている子育ての充実という部分では、その１１時間に対して延長保育を前後１時間

ずつつけるというのは子育て支援のすごいアピールポイントにもなると思うのです。なの

で、今言われている降園時の１時間保育は対応というか、しますけれども、登園時の１時

間、６時半から７時半までというのはいろいろ難しいというふうに先ほどの答弁でもあっ

たのですけれども、これから町外から中頓別町に移住をしてくる若い子育て世代の方たち

のためにも、降園時の延長保育の取り扱いと同じように登園時の１時間もいつでも受け入

れ可能ですよというふうな形をぜひ確立していただきたいと思うのですけれども、その辺

教育長の見解をお伺いしたいと思います。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） 私のほうからご答弁をさせていただきたいと思います。 

 佐藤議員がおっしゃるように、本当に子ども・子育て、大切にということを基本に据え

ながら、先ほど遠藤園長も話しましたけれども、気持ちよく利用してもらうという考え方

が基本になるというふうに思っています。登園時、基本的にそこに職員がシフトに入って

いないので、朝そのつもりで来たときに職員がいないという体制ではなかなか成り立たな
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いということで、できればあらかじめそのことがわかっていれば対応できるということな

ので、その辺の事前の利用の仕方とか、そのあたりを十分に保護者の方と情報を共有して

いれば、そういった問題も解消ができるのではないだろうかというように思います。緊急

の場合ももちろんあるので、それらに対応する仕組みとして、こども園はもちろんですけ

れども、これから制度をぜひ創設したいと考えているファミリーサポートセンター、そう

いったサポートも含めてより保育の問題を充実できるような体制強化を図っていきたいと

いうふうに考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

〇議長（村山義明君） 佐藤さん。 

〇１番（佐藤奈緒君） それでは、３つ目の質問に移らさせていただきます。 

 こども園の通園バスについてですが、９月の定例会でも質問しましたが、こども園の通

園バスについて安全面からも現在のスクールバス利用から専用通園バスの必要性を申し上

げました。検討の結果はどうなっているのか、４月からの新年度に向けて専用通園バスの

運行はできるのかどうかお伺いいたします。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） こども園の送迎については、遠距離の園児の負担がかからない方

法を検討してきています。４月からの実施に向け、できるだけ保護者の意向を反映した時

間帯での送迎に対応できるよう準備を進めております。当面は、スクールバスで対応でき

る時間帯のところはスクールバスで、園児の安全性を確保するために補助員が同乗するこ

とで対応したいと考えております。それ以外の対応が必要なところについては、既存の車

両を活用しつつ、臨機応変に対応できるよう体制を整えてまいりたいと。４月からの実施

を進めていきたいというふうに考えております。  

〇議長（村山義明君） 佐藤さん。 

〇１番（佐藤奈緒君） それでは、再質問させていただきます。 

 この答弁内容には、夏休み、冬休みのことが答弁されていないのですけれども、夏休み、

冬休みの学校が休みの期間のときの園児の送迎のバスについてはどのように考えておられ

るのかお伺いいたします。 

〇議長（村山義明君） 町長。 

〇町長（小林生吉君） 申しわけありません。夏休み、冬休みもスクールバスに乗る子供

はいないわけでありますけれども、このときはこども園の送迎専用で車両を走らせるとい

う予定でいます。 

〇議長（村山義明君） 佐藤さん。 

〇１番（佐藤奈緒君） 先ほどの町長の答弁でわかりました。今までこども園の通園に関

して、やっぱり遠方の方が通いにくいという現状がずっと続いていた中で、４月からこう

いうふうに改善していただけるというのはすごくありがたいことでもありますし、保育園

の保護者の方からも大変喜ばれることだと思いますので、ぜひ４月からやっていただきた

いと思います。子ども・子育てのことに関しては、今変わりどきというか、新しい制度が
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できたことによっていろいろ新しいことを始めなければいけないときに来ているときだと

思うのです。新しいことを始めるのってすごく大変なことも多いのですけれども、これか

らの中頓別町の未来のためにも、人口がふえる要因にもなると思いますので、大変だとは

思いますが、ぜひいろいろやっていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 これで質問を終わらさせていただきます。ありがとうございました。 

〇議長（村山義明君） これにて佐藤さんの一般質問は終了しました。 

 続いて、受け付け番号３番、議席番号４番、宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） 受け付け番号３番、議席番号４番、宮崎です。１問目は、福祉施

設に対する指導監督の権限を返納し、利用者に安心をということで伺います。 

 今年度の日本国内における介護福祉施設内での虐待件数は、過去最多数を更新してしま

いました。道内でも先日虐待の調査と調査後の改善勧告を行った自治体に関する報道がテ

レビで取り上げられ、本町においても町内の福祉施設に対し同様の対応がとられたとの新

聞報道がありました。両自治体ともに町内の福祉施設に対する指導監督の権限を北海道か

ら移譲されていますが、今回の対応には大きな差があり、本町としては権限の返還も視野

に入れ、町内における福祉施設のあり方について見直すべきではないでしょうか。 

〇議長（村山義明君） 町長。 

〇町長（小林生吉君） ご答弁申し上げます。 

 道では、平成２１年３月に道州制に向けた市町村への事務・権限移譲方針を改定し、重

点政策として権限移譲を推進し、各市町村への要請を行っています。本町においては、社

会福祉法、老人福祉法、介護保険法において北海道保健福祉部の事務処理の特例に関する

条例に基づき、平成２４年４月１日から権限移譲事務を受けているところであります。権

限移譲により、高齢者福祉施設等の設置者が指定申請等の手続が直接本町でできるように

なるなど、利便性が向上するとともに、事業者への指導、立入検査及び改善命令などがで

き、高齢者虐待の窓口やその対応との連携により総合的な対応ができる体制が整えられる

という基本的な考え方に立っていたということであります。 

 新聞報道の件に対しては、町としては初めてのケースでもあったことから、道の支援を

受けながらの対応となりましたが、法令に基づいた対処を行い、対象事業者に対して適切

に改善の勧告を行うよう努めてきたところであります。今後も本町の高齢者福祉施設等の

実態の把握に努め、適切に指導監督ができる体制をつくりながら、事業者の資質向上や利

用者が安心して生活を営むことができるよう対応してまいりたいというふうに考えており

ます。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） まず、権限移譲についてなのですけれども、養護老人ホーム等の

権限は今道内７町ですか、中頓別町を含めて。もしかしたら今はもっとふえているかもし

れませんが、全道１７９市町村からすればかなり少ない数なのではないかなというふうに

思います。道のホームページを見てもわかりますが、権限移譲っていいねと言っている子
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供がパスポートを持っているイラストがトップに出てきます。そのとおりで、パスポート

が地元で申請できるなどの単純な行政手続は地元住民にも喜ばれることだというふうに思

いますが、福祉施設などの権限は厳正な対応により責任を果たせる自治体が持つべきであ

るというふうに思います。今回の対応を目の当たりにして、中頓別町は権限を持つべきで

はなかったというふうに私は感じました。 

 今回の質問で比較したのは、ご存じグループホームあすなろに対する日高町の対応です。

立入調査と改善勧告、当日２度にわたってテレビで公表し、記者会見もされていたと、こ

ういうふうに思います。中頓別町はどうだったでしょうか。いまだに自発的な公表、町民

に対する謝罪というのは一度もされていないのではないでしょうか。それを施設側に求め

ることもできたと思いますが、その点いかがでしょうか。当該施設の利用者に、利用者の

家族に、今後利用者に、その家族になるかもしれない町民には知る権利はないということ

でしょうか。だとしたら、町は施設はもうどなたにも協力していただけないというふうに

思いますが、いかがでしょうか。これが１点。 

 それと、改善勧告と改善状況報告書そのものについてですけれども、簡単に言うと記録

や関係書類を整備して保存するということになるかと思うのですけれども、これ福祉施設

に限らず職場として当たり前のことではないですか。役場でもそうではないですか。これ

ができていなかったとしたら、福祉施設の指定が取り消されてもしようがないようなこと

ではないでしょうか。これが改善でしょうか。私には、これが改善というふうには認めら

れません。この報告書には、今定例会までに改革案を出すようにと町が求めたことも記載

されていますが、改革の方向性は示されたのでしょうか、それともこの改善報告書がイコ

ール改革案ということになるのでしょうか。これが２点目になります。 

 それから、報告書には法人に対する信頼、信用が揺らいでいると。このままでは特養の

増改修、人材確保、赤字運営などへの支援に対する町民や議会の理解は得られないだろう

という町の考えも示されています。特養の増改修については、今回の件が発覚する前から

の計画ではありますけれども、今となっては今年度の予算には計上されるべきではないと

思われます。そればかりか職員の資格取得費用の助成制度まで提案されておられますが、

これも今定例会で提案されるべきではありません。増改修も再度１年待って、２８年度は

職員の養成も自力でやっていただくと。それで、実績があるようなら２９年度から町が支

援しても遅くはないのではないでしょうか。今回のようなことがなければ全会一致で応援

できるような制度をずっと放置していたわけですから、最低限条例改正についてはお取り

下げいただくべきではないでしょうか。これが３点目になります。 

 再質問４点目として、これどちらも取り下げないというお答えになるのであれば、私な

りの条件を提示させていただきたいというふうに思います。まずは、権限の返還なのです

けれども、これは返さないというお答えになるのかなというふうに思います。２つ目はカ

メラの設置です。今後も医療放棄以外の虐待も起こるかもしれませんし、これからは町が

抜き打ちで不定期に調査に入るというお考えについてはご説明いただきましたけれども、
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以前に。これ適切かと思われますが、そもそも権限が道ではなく町にある以上、地元法人

との癒着によって証拠が残らない可能性もあります。３つ目は、赤字運営の自力での改善。

これは、経営者の出資による赤字補填です。広く出資を募り、出資者に理事などになって

いただくということ。これ自分の腹が痛まない経営ではいつまでたっても改善できないと

いうふうに思います。それと、運営に関してなのですが、入札制度、今これお米だけです

か。前は何もなかったと思うのだけれども、今お米が入札制度で購入されているのかなと

いうふうに思います。これも米だけではなくて、全ての物品購入等に関して入札制度を適

用するなど、これ４月からどれか一つでも実現できるでしょうか。または、改革案として

示されているでしょうか。この点たくさんありますけれども、再度伺います。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） 答弁漏れがあればまたご指摘ください。まず、１点目のグループ

ホームあすなろ、日高町の対応についてと本町による対応の違いということでのお話がご

ざいました。グループホームは地域密着型施設ということで、権限はもともと市町村にあ

るというもので、本町の場合は介護福祉施設ということで、道の権限を先ほど議員もおっ

しゃったように権限移譲で、実際に受けている町村はかなり少ないという実態があるとい

うことであります。これ端的に申し上げて、では道の権限のもとに行われた場合と今回本

町がとった対応とどれだけ違ったのかということが１つあると思います。確かにあすなろ

さんのとった対応というのは、私ちょっと報道を見ていないので、わかりませんけれども、

今言ったような立入検査等々、公表の対応というのは非常に厳格な対応なのだなというふ

うには感じました。ただ、基本的には今回町が取った対応というのは、道が権限者であっ

ても同様であっただろうというような推察をしているところであります。ただ、こういっ

た状況に関して地域の中でいろんな情報もありますし、そういう中で適切な公表や今後の

改善に向けた考え方などを示していくというようなことを法人に求めていくということも

あるのかもしれないというふうに思います。この辺については、改めて対応を考えていき

たいというふうに思います。 

 それと、２点目の改善勧告に対する報告書、あれ自体が改革案として了承したというも

のではありません。あくまでも今後の信頼回復に向けて法人の体制の強化であるとか、今

後の運営に対するきちんとした考え方を示してもらいたいというようなものを提示を求め

ておりまして、事務段階で何度かやりとりをしていて、近くその辺については少なくても

今回提案させていただいている予算や、それから条例の審議の前にはお示しできるように

していきたいというふうに考えて、今出したものというふうに進めています。 

 それと、３点目何でしたか。済みません。 

（「条例改正について」と呼ぶ者あり） 

〇町長（小林生吉君） 今回提案をさせていただいております。それで、今申し上げまし

たように、ぜひその改善に対する法人の改革案、それらを見ていただいて、あわせて予算、

それから条例の審議を一緒にしていただきたいというふうに考えております。 
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 それと、４点目にありました条件提示ということ、１点、権限移譲の返還ということに

関しては、これは１つ町の問題ということになるのだろうというふうに思います。さすが

に平成２４年に権限の移譲を受けて、その後の実質的な重大な案件というのは今回初めて

で、４年間という中でこれをまた返上という議論に上げることにはなかなかならないのか

なというふうには思います。道としてもそういうことにはならないですよねというような

お話をされているということであります。ただ、先ほど同じ町内で、しかも施設が１つし

かないという中で、癒着というようなお言葉がありましたけれども、絶対そんなことはあ

り得ないにしても、日ごろ協力し合う関係の中で甘くなってしまうとかというような懸念

はないわけではないというふうに思います。そこは、厳格にこの権限を運用しなければな

らないという厳しい認識で挑んでいかなければならないというふうには思っています。今

回も日ごろ高齢者のために相談し合いながら、協力し合いながらやっている町と法人との

関係でありますけれども、立入検査の際にはやっぱりそれなりの気持ちを鬼にしてという

か、厳しい認識を持って立入検査に職員が入らせていただいているということもぜひご理

解を賜りたいというふうに思います。 

 それと、今後の法人の運営に関する改善策、カメラの設置、それから赤字運営に対する

自力での改善、それから入札制度、このうち赤字運営の改善に向かっては、以前から町と

してこれを支援することは難しいことであるというお話をして改善の策について求めてき

ているというところであります。あと、カメラの設置であるとか入札制度の改善など、今

後法人の運営の中で、これだけに限らず改善、改革できるところがあれば、町も一緒にな

って考えながら対応策を図るように進めていきたいというふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） 再度まず確認からさせていただきたいなと思うのですけれども、

私もちょっと最初の質問の時点で明確でない部分があったかなと思うのですけれども、グ

ループホームに関しては、町長にお答えいただいたように地域密着型サービスの権限とい

うことで、これはもともと町村が持たれているというお答えいただきました。そういうふ

うに私もその後ちょっと勉強させてもらったのですけれども、ただ道と中頓別町で養護老

人ホームの権限で比較しても、恐らく同じ対応だっただろうってわからなくもないのだけ

れども、だったら日高町の対応が進んでいるということになると思うのです。そして、同

じ福祉施設に対する権限を持つ自治体として、だからこれはぜひぜひもっとよくお考えい

ただくべきかなと。決して道のまねをする必要はないですし、中頓別町としては私は日高

町のような対応をとっていただきたかったなというふうに思います。 

 それと、２点目の改革案についてですけれども、これ予算審議等の前までに出していた

だくようにお願いしているというのは、例えばあす以降で定例会の再開までに出していた

だくということになっているということですね。ですので、条例改正については取り下げ

ずに、まずは改革案を見ていただきたいということなのですけれども、取り下げられない

ということになるかなと思いますので、この辺は再度伺っていきたいなと思うのですけれ
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ども、今お話出させていただきました。今回提案されている中頓別町社会福祉法人の助成

に関する条例の一部改正に絞って再度伺います。これは、社会福祉法人に対する資格取得

費用への助成制度なのですけれども、何で南宗谷福祉会だけが施設に対する多額の補助、

職員の資格取得制度を受けられるのでしょうか。民間は、そのようなことはみんな自分た

ちでやっています。これは、社会福祉法人の助成に関する条例ということなのですけれど

も、町内の社会福祉法人というのは先ほど町長もお答えいただきましたけれども、南空知

福祉会１社です。だとしたら、一軒商売ということになりますよね、民間的目線から見れ

ば。これが条例として認められるのだったら、どの業種にもそれぞれ条例を設けて支援す

るべきではないでしょうか。それにこれ制定されたのは、私が生まれるはるか前、今から

４０年前の条例なのです。４０年前と今では明らかに状況も違います。改革案を見ていた

だきたいということですけれども、私はもともと条例改正どころか、今回失った信用を取

り戻すまではこの条例を廃止するぐらいの断固たる権限者としての姿勢を示す必要がある

というふうに思っています。これでいけば、中頓別町が２４年から権限を持ってから起き

たことなのです、今回のことは。ということは、町行政の信用も失墜させられたというこ

とになります。これは、もうはっきり言って制裁レベルの厳しい対応が必要だと私は思う

のですけれどもということ、これを１点として伺います。 

 または、これ条例改正せずとも資格取得を目指すということには育英会資金が使えると

いうふうに思いますけれども、実はこの育英会資金も一度パンクさせてしまったというふ

うに聞いております。それだけ危険なものでもあるわけです。なぜなら、これ養成助成を

受けた個人がリタイアしても、町にも長寿園にも回収できる能力がないということだとい

うふうに思います。それでも職員の養成を支援したいということなら、社会福祉法人だけ

でなく、町内どこの職場でもそれぞれに必要な資格の所得に係る費用を町が負担するべき

ではありませんか。看護師等の養成も全て含めた資格支援制度を別で新たに設けて、町か

ら直接補助してはいかがでしょうか。今の長寿園にはっきり申し上げて責任を負えるだけ

の信用はありません。長寿園に対しては、信用を取り戻してから支援するべきであって、

例えば長寿園に関してはそれまでは理事が出資をして、理事会で貯金をして、研修を行う

とか、自前で法人内部の教育、新たな職員の養成を行っていっていただきたいというふう

に思います。今回のことは、事実を伝えなかったという前例を残してしまったわけです。

これ裁判でも判例という名の前例が物を言うわけです。助成対象者がたとえリタイアして

いても、それを町が知らずに助成金を出し続けてしまったら、また町民の皆さんに大きな

損害を与えてしまうことになると私は思うのですけれども、この点について再度伺いたい

と思います。 

〇議長（村山義明君） 時間がないので、答弁は昼からお願いします。 

 昼食のため休憩いたします。 

 

休憩 午後 ０時０３分 
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再開 午後 １時００分 

 

〇議長（村山義明君） 休憩前に戻り会議を開きます。 

 午前中の傍聴者につきましては、町民センターが７名、庁舎が３名ということで、１０

名の傍聴がありました。報告をしておきます。 

 それでは、宮崎議員の再々質問に対しての答弁から始めたいと思います。 

 町長。 

〇町長（小林生吉君） それでは、答弁申し上げたいと思います。 

 最初に、グループホームの虐待対応における日高町の例を見習ってというようなお話も

ありました。その辺については、私も真摯に受けとめて、先ほどの報道はどういうものだ

ったかということはちょっと承知しておりませんけれども、やっぱりすぐれた対応には基

本的に見習うという趣旨でいきたいというふうに思います。この権限の移譲、私もこの権

限移譲を受けた平成２４年４月から３カ年保健福祉課長を担任しておりまして、正直担当

したときに非常に重たい権限を引き受けているなということを感じていました。ただ、権

限を受けた以上は厳格な対応をしなければならないという意識を持っておりますし、職員

も共有しているというふうに思います。今回ではありませんけれども、今までであれば単

なる相談とかだったような話であっても、過去にも家族からの虐待の通報だというような

受け付けをして、内部にいろいろ話を聞いたというようなことなり、結果それは虐待とか

というようなことではありませんでしたけれども、双方の理解をし合った介護がなされる

ようにというようなことで指導したというような過去の経緯もあります。そういった意味

では、決してなあなあにならず、厳しい緊張関係を持ってこの権限を運用していくという

考え方に立っていきたいということをまずお話をさせていただきたいと思います。 

 あと、今回の関係で社会福祉法人に対する資格取得であるとかの補助制度であります。

なぜこの法人というか、介護職の資格取得のみなのかというようなお話もあったと思いま

す。これだけ高齢化していく町の中で、やはり特別養護老人ホームが本町にとってもなく

てはならないし、特別養護老人ホームは入所される方にとっても快適に生活されて、介護

を受けながら人間らしく生活できる場でなくてはならないというふうに思っています。こ

れは、町としては何としても守っていかなければ、なくすわけにはいかないし、よりよい

施設にしていかなければいけないというふうに思います。あわせて、そうしていくために

は今言われている介護職の人材不足という問題についても施設だけではなくて町も思い切

った支援策を持って対応していかなければ、今後必要な職員が確保できないだろうと。そ

ういう意味では、緊急性を含めて重点的にここに支援をしていく必要性があると、公益性

があるというような考え方を持っての制度の創設であります。もちろんそれ以外しないと

いうことではなく、またほかの職種等についても今後必要がある場合は柔軟な対応をして

いくべきだろうというふうには考えております。 

 それと、こういった奨学制度の問題で貸付金の返納未済というか、そういった問題が生
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じるという懸念がございました。その辺については、くれぐれもそういうことがないよう

な対応を図っていかなければならないというふうに思います。つい最近勉強したことなの

ですけれども、長崎県の町で、奨学制度なのですけれども、貸し付けがあくまでも金融機

関からの貸し付けと。それの利息を町が補填するというような奨学制度がつくられたとい

うようなお話も伺いました。これは、利息に対する補填ということで、町費の負担が出る

わけですけれども、そのかわり貸し倒れとか、そういった問題、返納のリスクは極めて小

さくなるというような制度だというふうに伺っています。同じことができるかどうかわか

りませんけれども、貴重な公費を費やしたものが無駄に使われるということはあってはな

らないというふうに思いますので、その辺の運用については厳格を期していきたいという

ふうに思います。もし漏れがあれば、またご指摘ください。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） 今町長に今回の職員の養成助成については、老人ホームという施

設は本町にとってなくてはならないものであるというふうなお答え、これはもう確かにわ

かるのですけれども、町長もおっしゃっていましたけれども、老人ホーム以外の民間事業

者だって絶対必要ですよね。だから、民間事業者だって資格取得が必要な場合があるわけ

ですから、これ違うこの後の質問でもちょっとそこに触れるかなと思うのですけれども、

結局職場が老人ホームだけでは町は維持できないわけですよね。その辺は、偏らないよう

にやっていただきたいなというふうに思います。 

 そして、今後の条例改正の審議についてなのですけれども、予算もそうですけれども、

さきのお答えで改革案がこれから出されるということにはなっていますけれども、今はま

だ見る前ですから、正直私の現状の判断としては、特にこの条例改正については現状では

全会一致での可決は１００％ないということだけ今の時点では申し上げて、この質問につ

いては終わりたいと思います。 

 続きまして、２問目、町が管理する住宅への入居者募集は信頼できるのかということで

伺います。先日行われた常任委員会での工事視察において、３施設を視察しましたが、そ

のうち１件については未完成でした。しかし、翌日には即入居可との入居者募集が広報に

掲載されたことは不可解です。そればかりか、条例化されていない住宅への入居者募集が

同時に掲載されました。どちらにおいても本来入居できない状態で入居者を募集する行為

は、またしても町の住宅管理に対する信用の低下を招いてしまうことになるのではないで

しょうか。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） ご答弁申し上げたいと思います。 

 本年２月１０日から２５日までの期間で定住促進住宅４戸、町有住宅３戸、町営住宅１

戸の入居者募集を行っております。従前から入居決定後にすぐに入居できる住宅について

は、入居可能日を即入居可として募集をしてきているということであります。 

 町有住宅の３戸は、旧中頓別農業高校教員住宅及び旧町職員住宅ですが、普通財産であ
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ることもあり、設置の根拠がないまま取り扱われてきた経緯があります。今回家賃と入居

者選考のあり方を町営住宅に準じて行うよう見直し、新たに規則を定めて募集事務を行っ

たところであります。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） 従前から入居決定後すぐに入居できる住宅は、入居可能日を即入

居可として募集しているのだとしたら、今までが間違っているのではないですかねという

ことなのですけれども、入居可能日という項目があるのですから、入居可能日の日付を掲

載すればいいのではないですか。それでも、もともと完成された住宅ならまだわかるので

すけれども、前日の時点で未完成だった住宅が翌日即入居可として掲載されたら、これ違

和感ありますよね。この点定住促進住宅は、最終的にいつ完成しましたか。それと、検定

はいつ行われましたか。これたしか視察が９日で募集が１０日だったというふうに思うの

ですけれども、まずこれが１点。 

 それと、この検定についてなのですけれども、実はこの委員会視察の前に検定は終わっ

ていたというふうに聞いています。視察のときに収納をあけたら、まだ棚もついておらず、

中にはくぎや大工道具などが散乱し、フローリングも粉だらけ、作業用のストーブなども

部屋の中に置かれたままでした。そのような状態でもし検定が済んでいたとしたら、その

状態で完成を認めたということになりますよね。これ本当だとしたら大問題ではないです

か。工期延長しても、２５日申し込み期限ということになっていたと思うのですけれども、

十分２５日には間に合ったと思うのですけれども、この点いかがか、これが２点目という

ことで。 

 工期の関係、どうもちょっと中頓別町は工期を守れない公共事業が多いなというふうに

感じます。今回でいうと定住促進住宅、ちょっと病院のリハビリ施設も工期延長したので

はというふうに聞いていますけれども、この点いかがか。 

 工期を守れなかった場合には、たしかペナルティーがあるはずなのですけれども、それ

が適用されたということは正直聞いたことがありません。これはなぜでしょうか。工期が

守れないことをこれからも、言い方が悪いかもしれないですけれども、黙認をしていくと

いうことなら、今後は設計変更なんかはしないで、工期内に工事を終わらせた事業者に対

しては逆にボーナスを出すというようなことを考えてはいかがでしょうか。これが３点目。 

 それと、旧高校住宅と職員住宅、旧職員住宅と言えばいいのかな。新たに規則を定めた

ということなら、これは議会に、議員にぜひ配付をしていただくべきではないでしょうか。

これ条例でなく規則なら議決権というのはありませんけれども、私は小林町長は例えば要

綱など、または別のさまざまな規定を条例化して整備していくというお考えをお持ちなの

だろうなというふうに感じておりましたので、だとしたら定住促進住宅と同じように１棟

１棟を条例で定めるべきではないでしょうか。 

 それと、家賃についても規則で定めたというふうにあるのですけれども、これ金額は今

まで入居者が払っていた金額と変わらないのか。これらで再度伺います。 
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〇議長（村山義明君） 中原産業建設課長。 

〇産業建設課長（中原直樹君） まず、入居可能日の関係も答えたほうがよろしいでしょ

うか。今回確かに議員視察で現場を見ていらっしゃいますから、おっしゃるとおりであり

ます。それで、今回も実際に募集を開始したときには入居は可能ではないです。その状態

で募集はしていました。ただ、従前からというふうに言葉使いましたけれども、これは例

えば公営住宅だとか退去するとき、町に対して退去届というのを出すのです。確実に退去

しますよということがわかっているわけですから、それは実際に退去する前に募集するこ

とも当然あります。もしくは、退去した後、中を確認して修繕が伴う場合がある。募集す

る段階で修繕が終わっていない、もしくは始まってもいないと。だけれども、募集完了ま

でには確実に終わるだろうという状況で募集をしているところもあると。そういう意味に

おいて、募集時には入居可能ではないけれども、募集時の翌日から入居するわけでないで

すから、あくまで入居決定して、その後敷金を納めて、保証人もつけて、その後入居が許

可されるわけですから、期間が相当あるのです。ですので、そういう意味で入居が決定し

た後、入居ができる住宅については入居可ですよと。即入居可ということで従来から取り

扱ってきているということでご理解いただければというふうに思います。 

 それと、定住促進住宅については、おっしゃるとおりといえばおっしゃるとおりです。

完成はいつか。工期は１月２９日でした。検定は宮崎議員おっしゃるとおりでございまし

て、完成は１月２９日付で完成をして、検定は２月の８日という検定で事務処理をしてい

ました。工期の延長はしておりません。工期の延長はなぜしていないのかということであ

りますけれども、議員がおっしゃったように今回の場合は、工期の延長というのは受注者

から請求する場合については、例えば大雨だとか台風だとか、冬期間でいけば大雪が続く

だとか、もしくは資材が全く入らないというようなことで、そういった理由があって受注

者から、施工業者から請求できる工期の延長ともう一つは町が設計変更して工期を延ばさ

ざるを得ないという工期の延長ともう一つは工事管理、工事の工程管理が不十分だった、

工期内に終わらそうという努力が少なかったと、そういうものについては議員がおっしゃ

るように町が本来的には工期の延長願を受注者から出されて、完成までの期間をそれまで

の出来形、額を請負額から差っ引いた額に毎年の延滞金のパーセンテージを掛けたものを

違約金として取るということに実はなっているのはなっています。だけれども、過去も含

めて町としてそういった行為をしたことはございません。それはなぜか。なぜかというと、

なかなか言いづらいですけれども、地元業者だからです。地元の業者を守るためです。で

すので、さっき言ったように工事の完成だとか、検定だとか、ご指摘のとおりなのですけ

れども、そういうふうな事務処理をしているというのが事実です。それとあと、国保病院

のリハビリ施設も実際のところはおくれていますけれども、同じような処理をしています。 

 それとあと、今回１２月の定例会で宮崎議員から質問があって、旧高校住宅だとか、そ

ういったものを根拠もなしに、言葉が違うかもしれませんけれども、言葉なしに入居させ

ているだとか、町職員を入居させているだとかという質問があって、そのときに町長のほ
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うからその辺整備していますよということで回答しておりまして、それに基づいて今回２

月１日付ですけれども、中頓別町町有住宅管理規則ということで制定をして、それに基づ

いて３月の１０日に募集を行って、２５日までですけれども、それで募集をしているとこ

ろでございます。それで、これは最初の答弁にもありましたけれども、普通財産というこ

とでございますので、条例が必要な住宅で、仮に住宅でいえば公営住宅だとか特定公共賃

貸住宅だとかというのは、公営住宅でいえば公営住宅法に基づいて町が建設をして設置を

したということで、公の施設なわけなのです。それで、設置及び管理に関する条例という

ふうに制定をしています。特公賃についても同じです。定住促進住宅については１２月に

条例化しましたので、それについては社会福祉法人から寄附を受けて、その上で町が全面

的に改修をして定住を促進するための住宅という目的を持って整備をして設置をしたとい

うことで、これも公の施設ということで、設置及び管理に関する条例というふうに制定を

した。その上で管理もしていきますよということにしておりますけれども、普通財産の場

合は、行政財産以外は全て普通財産になりますけれども、それらについては公の施設では

ないということで、設置については条例は伴わないということで、今回管理規則というこ

とで制定をして、それに基づいているわけでございます。それで、議会に提示すべきだと

いうことでございますけれども、それはやぶさかではございませんので、公布しているの

は総務ですけれども、総務と相談しながら後で提示させていただきます。 

〇議長（村山義明君） 続けてください。 

〇産業建設課長（中原直樹君） 家賃については、今回管理規則制定に際して家賃につい

ても見直しました。現状どおりの家賃、古いところは。古い町職員住宅とか、旧町職員住

宅については現状の家賃としておりますけれども、旧農業高校教員住宅等については比較

的新しいということで家賃の見直しをして、従来の家賃と比べると大幅に改正をした上で

規則の制定をしていくということでございます。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） ２点目の旧高校住宅等の取り扱い、議員がおっしゃるように情報

の提供の問題と本来条例でというお話について、まず速やかに情報提供をできていなかっ

たことについてはおわびを申し上げたいと思います。 

 今中原課長も言ったとおり、昨年言いましたように入居に関して町職員だとかが優先し

て入居されたりとか、それからほかの住宅に比べて安い家賃で入居できるという実態を解

消すると。家賃については、基本的には公営住宅に入居した際に準じたような家賃を想定

しながら算定されたものとして設定をしていたところです。おっしゃるように、今後条例

という方向性についてもまた考えていかなければいけないかなというふうには思います。 

 もう一つそのときに答弁したのは、民間の住宅とかアパートとかについてはどうしても

家賃が高くて低所得者が入りにくいというような、そういったような問題もあるというよ

うなこともありました。そういったことを含めて公営住宅、それから民間アパート、そし

てこういう今普通財産として取り扱っている町有のその他の住宅も含めて、トータルで今
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後のあり方、それから家賃の体系なども含めた制度設計を改めてしていきたいというふう

に考えております。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） まず、最初のほうの工期の関係なのですけれども、課長、地元業

者を守るためというふうにお答えいただきました。もちろんそういうお考えも必要だと思

うのですけれども、これずっと工期を守っている業者もあると思います。守っているとこ

ろと守っていないところがあるというのは、これ守るためというふうに一概に言えるので

すか。ですので、この工期の関係、先ほどのことでいうとちょっとわかりにくいなと感じ

たのですけれども、行政側の工期の設定に問題はないのでしょうか。これ発注時期の、先

ほどお答えにもあったと思いますけれども、季節的な問題、冬期なら例えばその分を考慮

して工期設定が行われているのでしょうか。工期を守れない業者が悪いのか、守れないよ

うな工期を設定している行政が悪いのか、どっちなのですか、結局。ちょっとわからない

なと思うので、もしよければお答えいただきたいなと思うのですけれども、それと家賃の

関係、旧町職員住宅というふうに位置づけられているところについては変わっていないと

いうことだったのですけれども、旧中頓別農業高校職員住宅と言われている、そういう名

前で募集されているところについては、前の金額が幾らかわからないですけれども、大幅

に上がったということですけれども、これから入る一般町民、これから一般町民の方が入

っていくわけですよね。これ今まで本来３万２，０００円かな、今回募集されているのは。

この家賃をもらうべきだったのに、これをもらっていなかったとしたら、普通財産に対す

る損害を与えていたということになりませんか。これから町の職員さんだけではなくて一

般の方々にも入っていただくとしたら、前と同じ家賃でいいのではないのですかというこ

と。そして、今入っていらっしゃる町職員さんも正直ここにいらっしゃる職員の皆さんよ

り恐らくお給料高くないですよね、若い方でしょうから。そういうことを考えたら、なか

なか今回のことで大幅に家賃を上げるというのはいかがなものかなというふうに思います。

これ条例にする必要はないということだったので、規則は行政側で自由にできることです

から、ちょっとその辺は減額されても、もとに戻していただくのがベストかなと思います

けれども、そうでなくても少しでも安くまた規則をお考えいただいたほうがよろしいので

はないかなと思います。 

 それと、条例化しないということなのですけれども、これ旧町職員住宅とか旧中頓別農

業高校住宅という名前で取り扱っていくのですか。これから広く一般町民の皆さんにも使

っていただこうと、新しく使っていただこうということなのに、旧何とか住宅というのは

ちょっとふさわしくないのではないかなと思うので、その辺再度お答えいただけたらなと

いうふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 中原産業建設課長。 

〇産業建設課長（中原直樹君） １点目の質問でございますけれども、確かに工期を守っ

ているところと守っていないというか、守れなかったといったほうがいいのかもしれませ
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んけれども、そういったところもありますし、今回工期におくれてしまった業者について

は毎回おくれているわけではないです。これは、先ほど言ったように工程管理の問題であ

ったり、例えば途中でだんだん当初の工程よりもおくれてきましたよということであれば、

工期に終わらすためには何をしなければならないのかというと、資材を今まで予定したも

のよりも早く納めさせるだとか、もしくは一番は人の問題です。建築でいえば大工さん１

人でやったところを２人でやれば倍短縮されるということになるのだけれども、そうなる

と何が出てくるかといったらお金の問題も出てきます。そういうことも含めて、私が先ほ

ど言った地元業者を守るというようなことも、そういった意味合いも若干含まさっていま

すけれども、そういったこともあります。ただしかし、議員が言われるように工期はあく

まで工期ですから、それを最初から守らないというふうにかかっている業者はいませんけ

れども、あくまで守るのが当たり前の話ですから、今後建設業界も含めて、そういった話

があったということで伝えていきたいというふうに思います。 

 それと、工期の設定の問題については、これは私は全く問題はないと思います。現に規

模が大きいですけれども、ことし看護師住宅もやっています。定住促進住宅に関して言え

ば最初から新築ではないですから、基礎もなければ骨組みをつくるわけでもないのです、

外部だとか内部の解体はありますけれども。看護師住宅については、４カ月間の工期でで

きたので、当然何もないところから始まっておおむね３カ月半ちょっとぐらいで大体でき

上がっているのです。だから、そういったことを比較すると、工期が短過ぎただとかとい

うことでは必ずしもないのですけれども、これも難しいところもあって、その業者にとっ

ては厳しかった部分もあるのかなというふうには思います。その理由は、前段で申し上げ

たことでございます。 

 それと、家賃の関係でございます。それで、家賃を上げたのは昭和４０年代だとか５０

年代ぐらいの古い旧町職員住宅だとか旧教職員住宅で、町職員住宅も昭和五十三、四年ぐ

らいの住宅については若干アップはしております。旧中頓別農業高校教員住宅については、

先ほど言ったように上げていますけれども、根拠としているのは先ほど町長が言ったよう

に、公営住宅だとかほかの例えば特定公共賃貸住宅だとか、そういったところと均衡を図

っていくべきだろうと。それで、公営住宅の家賃の算定だとかもしながら、この当該町有

住宅に置きかえて家賃を算定をして、それに基づいて今回家賃を設定したところでありま

す。確かに従前は町有職員住宅の使用料をそのまま使っているということで、かなり低く

抑えられていたということがあって、今回見直しに当たってやっぱり公平性だとかという

点でいけば、ほかの公営住宅だとか、そういうところに入居している方々と余り格差がつ

くのもおかしいだろうということで見直しをしたということでございます。 

 それと、旧中頓別農業高校教員住宅や旧町職員住宅という言葉をそのまま使っています

けれども、これは先ほど言ったように普通財産ということで管理しているから、そういっ

た名前をつけております。それで、さっきも言いましたけれども、これで定住促進住宅の

ようにもともと長寿園住宅だったものを旧長寿園住宅と言わずに定住促進住宅ですよとい
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うふうに言って設置及び管理の条例をつくっておりますけれども、それは先ほど言ったよ

うに譲渡を受けて、町がお金をかけて、定住を促進するために目的を持って設置をしたか

ら定住促進住宅というふうに、そういう名称をつけているわけで、旧農業高校等について

はそれとはまた違うので、普通財産で受けて、そのまま普通財産として貸し付けをしてい

るということでありますから、そのままの名前ということにしているところでございます。 

 以上でよろしいでしょうか。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） 私のほうからちょっと補足をさせていただきたいと思います。 

 １つは、工期の問題。これは、仕方ないということではやっぱりいけないというふうに

思います。議員がおっしゃるように、もしかしたら発注側の問題があるのかもしれない。

今回の件は、さっき言ったように明確にないというふうに担当課長が言ったとおりだと思

います。ただ、これまであった工期の問題について果たしてどうだったかということもし

っかり検証する必要はもちろんあると思います。今建築、土木工事関係、なかなか人材が

確保できないとか、あるいは資材の調達にかつてより時間がかかるような状況になってい

るとかというような事情もいろいろあるのだろうと。そういった事情はきちんと分析をす

る必要があるとは思いますけれども、少なくても工期を定めて契約を交わしたものが守ら

れなくても仕方がないというような実態のままであるわけにはいかないというふうに思い

ますので、これについてはしっかり改善策を講じていきたいというふうに思います。 

 住宅に関しては、中原課長が説明したとおりなのでありますけれども、公営住宅、民間

アパート、それからそれ以外の町有住宅、これらの位置づけ、その辺をきちんと整理して、

住民の皆さんにとってもそれぞれわかっていただきやすい説明ができるような体系にして

いくように努力をしたいというふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） 町長、課長にお答えいただきまして、工期の関係はお二人とも本

来守って当然であると、そのとおりだというふうに思いますので、なかなか最初にお伺い

したようなボーナスというようなことはお考えいただけないかなとは思いますけれども、

工期は別として、家賃の関係は大幅に上がった旧中頓別高校住宅に関しては今までもそう

でしょうし、これからも利用される方は所得がそんなに高くない若い方々だと思いますの

で、これ規則ということもありますので、名前なんかもそのままですから、ちょっとニー

ズなんかお考えになって家賃の設定をもう一度見直していただけたらなというふうに思い

ます。 

 この質問については以上といたします。 

 それでは、３問目、指定管理者制度の今後について伺います。本町には指定管理者制度

を適用している施設が複数あり、それぞれに同一の企業、団体を管理者として指定し続け

ている現状ですが、今後も各施設を指定管理によって維持し、同一の管理者による運営が

最善とのお考えでしょうか。 
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 また、多額の税金を投入しながら独立採算がとれなくなっている自動車学校における健

全な経営の回復にも指定管理者制度等の活用が必要と考えますが、いかがでしょうか。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） ご答弁申し上げます。 

 当町における公の施設において指定管理者制度を活用している施設は５つの施設で、こ

のうち中頓別振興公社に委託している中頓別町社会教育施設等を除き、これまでは原則公

募による選考で指定管理者を決定してきております。ただ、２７年度からは観光振興計画

の策定に着手し、観光施設の管理運営については見直しを検討していることから、関連３

施設については２年間とした上で公募は行わず、現在の指定管理者で延長することとし、

今議会に提案させていただいているところであります。指定管理者制度では、公募での選

考が望ましく、同一の指定管理者による運営が最善との考え方は持っておりません。 

 町立自動車学校の運営につきましては、近年入校者、特に高校生の減少により大変厳し

い状況となっており、町としても経営改善に向けた取り組みが必要との認識で検討に入っ

ています。指定管理者制度の導入が有効な手段となるかを含め、今後議会とも協議をさせ

ていただきたいというふうに考えております。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） まず、社会教育施設等ということで、寿公園とスキー場に関して

は公募せず、振興公社に委託しているということなのですけれども、これについてはずっ

と公募していないということなので、この委託というのは指定管理者になることを委託し

ているということなのでしょうか。指定管理と委託は全くの別物だと思うのですけれども、

これちょっと確認で、１点としてお伺いしたいと思います。 

 また、今年度から観光振興計画の策定が始まったということで、関連３施設についても

今回は公募せず、本来４年のところを２年間の管理として提案されたということなのです

けれども、ということは公募したのは農業体験交流施設だけということになるでしょうか。

たしか広報のお知らせ版にも掲載されていたと思うのですけれども、これ応募は何件かあ

ったのでしょうか。 

 それと、３施設、山村交流施設、ピンネシリ温泉、鍾乳洞ふれあい公園が観光に関連し

ているというのはわかるのですけれども、社会教育施設として位置づけられている寿公園、

寿スキー場についても私は観光施設としても活用していくべきではないかと、これは以前

の一般質問なんかでもお伺いしているのですけれども、農業体験交流施設も、これも観光

に活用できるというふうに実践もされたところかなというふうに思うのですけれども、逆

に言えば山村交流施設と鍾乳洞ふれあい公園、「もうもう」、「オガル」はもちろん、例

えば温泉なんかも考えようによってはこれは社会教育施設ということにもなりませんか。

なので、指定管理施設全てにそれぞれ多くの可能性があるというふうに考えられるのです

けれども、観光振興計画に含まれるのは関連３施設だけということでよろしいのでしょう

か。 
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 それと、最初の質問でもお伺いしていますけれども、自動車学校の今後についてもこの

点言えると思うのですけれども、全施設の連動が必要だとうことになるかと思います。町

直営の自動車学校、これ大変貴重だと思います。貴重というよりは希少と言ったほうが正

しいのかなと思うのですけれども、町単独の自動車学校を経営しているところというのは

あるのでしょうか。私はないのではないかなというふうに思うのですけれども、それを売

りにするのであれば、例えば目立つ看板なんかも、これ再三東海林議員なんかも質問され

ていますけれども、これも必要でしょうし、ピンネシリ温泉やコテージなど町内の宿泊施

設との提携、スキー場料金などが割引になる自動車学校とのセットプラン、こういうもの、

直営だからこそできることもあるのかなというふうに思うのですけれども、この点いかが

か。 

 それと、自動車学校の指定管理ということでいうと、恐らく沼田町の自動車学校がそれ

に当たるのではないかなというふうに思うのですけれども、本町においては例えば近隣の

名寄市または稚内市の自動車学校などが管理をしてくれたらなというようなお考えはお持

ちでしょうか。これらの点再度お伺いします。 

〇議長（村山義明君） 遠藤総務課長。 

〇総務課長（遠藤義一君） 答弁漏れがあったら指摘してください。まず、１点目の関係

でありますけれども、中頓別振興公社につきましてはこの公社ができ上げるときの状況を

踏まえていくと、もともと業務の中身として冬期はスキー場で、夏期間はスポーツ施設の

運営を担うという背景がありましたので、それが主たる目的として業務が設定されている

ので、今回の指定管理の部分については公募はしませんけれども、指定管理を受ける部分

についてはそれなりの手続を踏んだ中で決めるという形をとっているということが１点あ

ります。 

 それと、ほかの施設についても議員がおっしゃるように全てが観光施設に該当するので

はないかということですが、それは基本的には全体としてみればそういうことは言えるか

と思います。ただ、今回この３つをどうしてということにつきましては、以前から敏音知

地区の観光施設と言われる温泉、それから山村交流施設、それから鍾乳洞自然ふれあい公

園の部分については、鍾乳洞自然ふれあい公園についてももともと今振興公社でやってお

りますけれども、指定管理を受けていただいていますけれども、観光協会がやるべきでな

いかというようなお話もあったりして、この３つについては従前から観光施設としての位

置づけについて統一的な管理運営をすべきというようなことを言われておりましたので、

それでもって今回この３つについてはほかの施設とは違う位置づけにしたということでご

理解をいただきたいと思います。 

 それから、松音知の「もうもう」、「オガル」の関係でありますけれども、ここは公募

いたしました。応募は１件しかありませんでしたので、従前の現在行われているシビル開

発さんが受けたいという申請があって、検討した結果、そういう形で進めたいというふう

なことにしているということであります。 
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 それから、自動車学校の直営でやっているところというのはほとんどないのではないか

ということで、道内には多分ないと思います。道外では、つい最近うちと同じように直営

でやっている町から問い合わせがありました。そこでの話を聞くと、今３つぐらい、施設

としてうちを含めて３カ所ぐらい直営でやっているところがあるというふうに聞いており

ます。どこも非常に厳しい状況だということに変わりはございません。先ほど出た指定管

理として稚内市の自動車学校だとか名寄市の自動車学校にやっていただければというよう

な、そういうことも考えてはという話でしたけれども、先ほど町長の答弁にもあったとお

り、あの施設を直営でやることによってのプラスということについても、全てがプラスに

なるかというのは別にしても、検討する余地はあると思いますが、これも指定管理者制度

を導入することがここにも書いたとおり有効な手段になるかどうかというのを少し時間を

かけて検討してみないと拙速な判断というのはできないのかなというふうに思っておりま

すので、もう少し時間をいただきたいというふうに考えております。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） 最初の質問に関しては、設立当時の趣旨の関係から今指定管理と

いうことになっていますけれども、委託のような、会社がそういう要素を持っているとい

うことになるかと思います。 

 ２点目については、全部関係してくるのだけれども、関連３施設については統一をして

いける可能性も今後はあるかもしれないということで、この点についてもわかりました。 

 道内には中頓別町以外は直営の自動車学校はなくて、日本で３カ所ということになるの

ですか。厳しい状況ではあるかと思いますけれども、これは指定管理にするにしても管理

するところがあってのことですから、時間をかけていく必要もあるのかなというふうに思

います。 

 観光振興計画の関係について１点だけ再度お伺いしたいなと思うのですけれども、以前

に補正予算で観光振興計画の計画策定に関するリサーチ業務等の費用が通って、道内の業

者から公募するというようなことだったと思うのですけれども、私もこれに関するインタ

ビューということになるのだと思うのですけれども、先日お受けしたのですけれども、こ

れも調査等の業者等というのは決まったということになるのでしょうか。だとしたら、こ

れ何社ほど応募があったのか、この点だけ再度確認させていただきたいと思います。 

〇議長（村山義明君） 平中産業建設課参事。 

〇産業建設課参事（平中敏志君） 観光振興計画につきましては、公募というのですか、

全く本町のことをわからないというか、会社に突然依頼してもなかなか理解もしかねるか

なという部分もありまして、ある程度本町と関係の深い会社３社を選ばせていただきまし

て、その中から選定するという形で今宝島旅行社さんのほうに委託しているということに

なります。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） 観光振興計画、これから２７年度から、今年度から始まっている
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わけなのですけれども、最初のほうでも申し上げましたけれども、課長からもお答えあり

ましたけれども、全施設いろんな可能性があると思いますので、３施設の統一なんかも含

めていろんな可能性を観光振興計画の中で策定していっていただきたいなというふうに思

います。 

 この質問については以上です。 

 それでは、私の質問は最後になります。４問目、とめられない人口減少との向き合い方

をということで伺います。昨年１２月末の住民基本台帳人口における宗谷管内の人口減少

率は、平成２６年末から１年間で３．２％の中頓別町が最大で、５年ごとの国勢調査にお

いても１１．２％減と同様に管内最大との新聞報道がありました。５年間で２２２人減少

したわけですが、これによる普通交付税の減額は幾らになるでしょうか。 

 また、人口だけでなく、以前の新聞記事では町民の平均年収についても管内最低という

ふうに報じられました。自然減を嘆く前に所得格差という社会的減少の要因にメスを入れ、

民間の所得増、町職員との貧富の差を解消する方策の発案に専念すべきではないでしょう

か。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） ご答弁申し上げます。 

 平成２７年度国勢調査で人口が１１．２％、２２２名減の１，７５２人、世帯数が４．

３％、３５戸減の７８２戸となりました。この結果をもとに人口と世帯数の算定基礎数値

を置き直し、平成２７年度分交付税を単純に再計算した場合、約４，７００万円の減少と

なります。実際には、２８年度に適用した場合ということになりますけれども、密度補正

や人口急減補正などによりそこまでの人口置きかえの効果は働かないと予想されますが、

一方で２８年度から歳出効率化を行う団体の業務改革をモデルとして算定に反映するトッ

プランナー方式の導入等による影響も懸念されるところであります。このため、当初予算

での普通交付税計上額は、今後の補正などに備えた留保分も踏まえ、２７年度当初交付決

定額を約２億５，０００万円下回る１８億３０３万円としたところであります。 

 人口減少については、平成２７年１２月に策定した人口ビジョン、総合戦略で魅力ある

働く場と子育て環境を整えていくことを基本に据え、将来に向けて社会増につなげていく

ことを目指しています。そのためにも所得の向上と子育て等に係る負担軽減を図っていか

なければならないという考え方に立っています。とりわけ子供の貧困問題など低所得者に

対する支援が大きな課題となっている現状を踏まえ、今後の重要な検討課題として位置づ

け、町としての対策を検討してまいりたいというふうに考えております。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） 交付税については、約４，７００万円の減少ということで、２２

２人という人口減だけで５，０００万円近く普通交付税が減少する可能性があるというこ

とになるかと思います。それを踏まえて平成２７年度当初交付決定額、これちょっと調べ

たのですけれども、２０億５，５１２万円というようなことになるでしょうか。これから
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２億５，０００万円下回る１８億３０３万円が当初予算に実際計上されておりますが、予

算書にもあります前年度の予算額は約１５億円だったと思います。逆にこれから比べれば

２億円以上の増額ということになると思うのですけれども、２７年度の決定額は約２０億

円ということになりますので、これ選挙による骨格予算ということを考慮しても、前年度

の、今年度でということになりますけれども、予算額が低過ぎたということになるのでし

ょうか。来年度の予算額約１８億円より決定額というものが下回る可能性はあるのか、こ

れが１点。 

 また、人口の社会増のために所得の向上と子育て等に係る負担軽減を挙げておられます

が、私は所得の向上に努めるべきだというふうに考えています。子育て等の負担が軽減さ

れても、所得が変わらなければ人は定着できないと思います。例えば民間の所得が町職員

の水準になったら、これ負担が軽減されなくても恐らく誰も文句は言わないのではないで

すか。所得が同じなら負担も同じですから、所得に差があり過ぎるから負担等に困窮する

わけです。これ昔は逆だったと思うのです。民間のほうが収入は高かった。ただ、所得が

官民で逆転しただけなのに、何でこんなに地方が衰退してしまったのか。これは、私は民

と官の地元消費の意識の違いだというふうに感じています。例えば人口が減っても、民間

事業所も減っているわけだから、実際に。１人当たりの消費が変わらなければ残った事業

所への消費というのはもしかしたらふえるかもしれない。中頓別町行政が以前にもそうい

うお答えありましたけれども、考える同業者の競合というのが少なくなってくるわけです

から、そういうこともあるかなと思うのですけれども、所得格差というのは現実に広がっ

てきたということがまずあると思うのですけれども、例えば地元飲食店なんかでお会いす

る町職員さんなんかも、私はよく行っているほうだと思うのだけれども、ごく一部かなと

いうふうに感じたりもします。これ今ここにいらっしゃる職員の皆さんには、もう何の支

障もないことだと思うのですけれども、例えばここ数年で採用されてきた若い職員、これ

から役場に入ってくる若者の職場というのは、消費の意識は変わらず、民間の事業所が全

てなくなって、さっきもそういう話をしましたけれども、民間人が極端な話みんないなく

なっても、役場という職場は保障されますから。これで考えると、負担軽減なんて言って

いられないのではないかなというふうに思うのです。だから、今は消費の意識改革１点に

もう集中するべきではないかなというふうに私は思うのですけれども、これが２点目です。 

 ３点目としてなのですけれども、そこでこの消費の意識改革の一例みたいなものなので

すけれども、例えば商工会では商工会の職員は毎月の給料の一部を商品券にかえています。

職業柄職員が自主的にやっていることなのですけれども、これご存じでしたでしょうか。

消費意識向上の一例になるかなというふうに思うのです。町職員の皆さんの中でも商品券

を購入してくださっている方というのはいらっしゃると思うのですけれども、例えば極端

な話ですけれども、毎月のお給料日にあわせて地元商品券の購入注文書を全職員の皆さん

に配付をしていただくと。これ行政内全体での意識改革になるかなというふうに思うので

すけれども、本当に極端な話なのですけれども、町民全体でそういう意識を共有していか
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ないと、本当に近い将来この町は消滅状態に陥ってしまうというふうに思います。だから、

私は消費の回復が最優先であるというふうに考えているわけなのですけれども、町長はこ

れを聞いてどう思われるでしょうか。再度伺いたいと思います。 

〇議長（村山義明君） 長尾総務課参事。 

〇総務課参事（長尾 享君） １点目の交付税の関係についてお答えしたいと思います。 

 当初交付額ですが、２０億５，５１０万円ということで確認しております。昨年が骨格

予算ということもあって、今年度一部増額ということになっていますが、見通しとしまし

ては地方財政計画というものが毎年１月ごろ発表されておりまして、そこで交付税の出口

ベースでの割合というものが算定されると。それが地方交付税につきましては０．１兆円、

率にしまして０．３％ということですから、そこを考えますと額は４００万円ぐらいだっ

た……ちょっとごめんなさい。はっきりした数字は申し上げられないのですが、というこ

ともあって、ほぼ２７年ベースでの交付税が交付されると思われます。あくまでも可能性

の話。ただし、先ほどもお話ししましたが、トップランナー方式、歳出削減の効果、いわ

ゆる委託ですとか指定管理にある業種を持っていくことによって、全体の経費が基準額が

減るだろうという考え方をもとに今回新しく基準財政需要額に算定されることになった。

ただ、そこの部分につきましては、今現段階詳細の部分がまだ明らかになっていない。品

目はあれなのですが、率とか、そういったものが明らかになっていないものですから、算

定はできないのですが、そういったことも懸念されるということもあって、先ほど町長が

答弁したとおり一部増額にはなっていますが、昨年同額、ほぼ地財のほうで出口ベースで

確保されているということをもって補正の留保財源を見た上で当初予算に計上したという

状況であります。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） 先ほどのご質問は、２７年度計上額の話との比較のところがあっ

たと思うのですけれども、私としては後々確実に支出が伴うと予想される。例えば今回大

きいところでいえば病院の補助金の問題です。毎年後半のほうで補正をさせていただいて

いて、その分に相当する財源として交付税、最初見ないような形で計上してきたというこ

とでありますけれども、当初予算の段階である程度決算に近い予算の全体像が見えるよう

な形にしたほうがより望ましいのではないかという考え方で、そういうものも、あるいは

特別会計の繰出金も当初に組んでおくというような、全部ではないですけれども、ある程

度組むというような考え方でいましたので、先ほど言いましたように平成２７年度の当初

ベースでいけば２億４，０００万円ぐらい、平成２７年度の６月補正後でいっても１億４，

０００万円ぐらいの交付税を多く見ていますけれども、それらの大きくなっている要因と

いうのはそういったものを当初予算に見るようにしたということによるというふうにご理

解をいただければというふうに思います。 

 それと、宮崎議員の２点目の所得の向上です。ここの問題については、おっしゃるとお

りだというふうに私も思います。私もできるだけ職員と一緒に食事もいろいろするように
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心がけたいと思いますし、さらに一層地元消費につながるように働きかけをしていきたい

というふうに思います。 

 先日ひよっこクラブのお母さんたちとお話をしたときに、商品券で今出生のお祝金を渡

していて、これらの使い方として、何だかんだ使えることは使えるのだけれども、直接子

供の何かを買うと。例えばおむつや粉ミルクを買おうと思っても、そういうものはなかな

か地元で買えないというようなお話もありました。これ何とかできないかなと思って実態

を調べてもらっています。やっぱり双方の努力は必要だと思うのですけれども、とにかく

地元での消費をすることが結果的に地域の経済の発展につながるという基本的な考え方を

議員がおっしゃるように官民共有していくという体制を講じていきたいというふうに思い

ます。 

 職員の給与の商品券での給付の問題については、即答はなかなかできませんけれども、

商工会がやられていることについては理解をしておりまして、少なくてもプレミアム商品

券とか、そういったものを積極的に職員も活用して地元の消費に貢献できるような職員で

あるように呼びかけていきたいというふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） 商品券の活用なんかは、町長もいろんな方とお話しされて、なか

なか使いにくい部分がこれまでも言われてきたのですけれども、子供用品なんかも決して

全く扱えないわけではないし、扱っているところもあるかもしれないし、そういう事業所

との町の連携によって町民のニーズに応えていく、それで消費を上げていくということは

必要かなと思います。今何でも結構手に入る時代ですから、仕入れもできる時代ですから、

その点については連携が必要かなというふうに思います。 

 再度１点だけなのですけれども、もとの人口にちょっと戻らせていただいて、今回の国

勢調査では、実は日本の総人口が初めて減少したということもわかってしまったのです。

これ初めてなのです。今までずっと日本の人口はふえ続けていたのだけれども、ついに今

回の国勢調査、５年間ありますから、どの時点でというのはちょっと私も把握していない

ですけれども、５年後の国勢調査で総人口がとうとう減少したということがわかってしま

いました。総合戦略のご説明が以前にあったときにも私申し上げたのですけれども、地球

上の人口というのはこれからもふえ続けるということになっています。でも、日本の人口

はこれから急激に減り始めるということなのです。まさにそれが今来てしまったのかなと

いうふうに感じているのですけれども、ですから例えば今後の移住、定住対策なんかとい

うのはもう減少する国内人口の単なる奪い合いになっていくということになるかと思いま

す。だから、先ほどもお伺いしましたけれども、消費の回復または回復も必要だけれども、

やっぱり拡大もしていくべきかなというふうに思います。それによって所得増を目指すべ

きだと。もう人口は正直当てにならないということになるかと思います。実際これまでも

例えば中頓別銘菓なんかでもそうでしょうけれども、ずっとつくり続けていただいている

中頓別町の名物なんか、中頓別町の名前が入った商品なんていうのは結構あるわけなので
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すけれども、こういうものを全世界に発信していく。もう日本の国内にはキャパがもうど

んどん少なくなっているということです。例えば行政職員の方には、そのためのセールス

力というものも問われているのではないかなというふうに思います。自分は自治体のセー

ルスマンだと言っていた知事なんかもいらっしゃいましたけれども、これについて町長、

日本の総人口の減少と中頓別町はどのようにつき合っていくかというのを再度お答えいた

だけますでしょうか。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） 少子化は間違いなく長く進行してきていて、それが寿命が延びた

り、高齢者層が伸びていく中で、総人口としてはなかなか見えてこなかったものがはっき

りと減少という形になって、いよいよ少子高齢化というものがある意味極点に向かって進

んでいる現状があると。それが今の日本の社会という。その中にあってよりさらに厳しい

地域としての、いわゆる自治体の消滅などという言葉も使われるような現状が地域にあっ

て、この中で生き残っていく、将来につながっていく町をつくっていくということは本当

に厳しい、難しい課題なのだというふうに思います。ただ、私も去年就任以来申し上げて

いますけれども、これは絶対諦めないという、まずそういう気持ちが大事なのではないか

と。できることをとにかく一生懸命チャレンジしていくと。町民一丸となってやっていく

ということに尽きるというふうに思います。そういう中で議員がおっしゃっていただいた

ような今この町にあるもの、もちろんこれからどんどんそういうものをつくっていければ

それが望ましいと思いますけれども、まずあるものを外に向かって発信していくとかとい

うことも大事だというふうに思いますし、売るという意味は商品、物だけではなくて観光

とか、そういうサービスも含めて、まずそういったところ、だから今インバウンドが日本

に入ってきて、でもここまで来ないと。それをただ指をくわえて見ているのではなくて、

少しでも来てもらう方法はないかと。それから、同じ近隣であっても何か保養に行くとき

に必ずしも遠くの観光地に行くというわけではなくて、枝幸町、浜頓別町や猿払村の近隣

の人たちももっと身近に日帰りだったり、１泊だったりとかで地元の温泉を使ってもらっ

たり、観光施設で遊んでもらったりとかというようなできるところをしっかり取り組んで

いくということが大事で、まず今できることをしっかり考えて取り組むと。そのあたりを

やっていくのが重要だろうというふうに思っています。セールス力が問われるということ

をおっしゃっていました。議員も含めて、私もぜひその先頭に立って一緒にやれればとい

うふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 宮崎さん。 

〇４番（宮崎泰宗君） 今町長お答えいただいたように、セールス力なんか私例えで出し

ていますけれども、中頓別町全体で近隣に対しても遠方に対しても中頓別町をＰＲしてい

くということをさきの観光振興計画の策定なんかにも生かして、これから全体で行政と民

間と連携をしながらやっていけたら、もしかしたら新たな消費につながっていくかもしれ

ませんので、ぜひそういうふうにお考えいただきたいなというふうに思います。 
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 済みません。長かったですけれども、以上で私の一般質問は終わります。 

〇議長（村山義明君） これにて宮崎さんの一般質問は終了いたしました。 

 ここで２時２０分まで休憩をしたいと思います。 

 

休憩 午後 ２時１１分 

再開 午後 ２時２０分 

 

〇議長（村山義明君） 会議を開きます。 

 受け付け番号４、議席番号６番、東海林さん。 

〇６番（東海林繁幸君） ６番、東海林が質問いたします。私は、今回町政執行方針と教

育行政執行方針の中からお伺いいたします。 

 まず、町政執行方針から３点ほど伺いますが、まず１点目は小林町長就任以来初めての

当初予算となります。町政執行方針でも多くの政策が記述されていますが、町の理事者と

して平成２８年度の政策事業として本当の重点事業、いわゆる目玉を挙げるとすれば、ど

の領域のどの事業になるか、３点から５点くらい挙げられれば挙げていただきたいと思い

ます。 

 次に、人口ビジョン、中頓別町総合戦略から、働きたい、暮らしたいとのスローガンが

あります。この働く場所を具体的にどこに求めるのかお伺いしたいと思います。 

 ３点目は、障がい者福祉の領域で、障がい者福祉の領域には身体障がい者と精神障がい

者、知的障がい者、３障がいと言っているのがあるのですけれども、この中の身体障がい

社福祉の具体的政策事業をお示ししていただきたい。というのがないのです、はっきり言

うと。そこで、身体障がい者に対する具体的な施策、記述の裏に何か町長お考えがあれば

お答えいただきたいと思います。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） ご答弁申し上げます。 

 まず、１点目であります。平成２８年度に重点的に取り組む課題については、執行方針

の冒頭でも申し上げていますが、子ども・子育て支援、福祉のまちづくり、地域経済再生

の３つの柱を基本に据えつつ、総合計画及び昨年末に策定した総合戦略に沿って人口減少

問題、地方創生に取り組んでいきたいと考えております。その中で小規模ミルクプラント

の実現と６次産業化への展開、新たな展開を切り開いていくための観光振興計画の策定、

子ども・子育て支援、教育をあわせた総合的な支援制度、体制の構築、社会福祉協議会と

の連携を基本に地域福祉の推進体制の確立、地域公共交通の抜本的な見直しなどを重点課

題として取り組んでまいりたいというふうに考えています。 

 ２点目であります。総合戦略では基本目標の一つとして、魅力ある働く場がある町をつ

くるという目標を掲げています。基本的には、まず今ある働く場をより魅力あるものにし

ていくことが重要だと考えています。６次産業化を含めた酪農業の振興、林業生産量の増
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大、森林資源を活用した新たなビジネスの展開、医療、福祉分野での魅力づくりや人材育

成支援、さらには起業化への支援、観光の振興などに取り組むことにしていますが、これ

らを総合的に戦略展開することにより、それぞれを魅力ある働き場所にしていかなければ

ならないというふうに考えております。 

 障害者総合支援法に基づき、基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常

生活または社会生活を営むことができるよう、地域生活支援事業を基本としたサービスを

提供しているところです。身体に障がいのある方に対する具体的な支援としては、身体障

がい者相談員による相談支援事業や日常生活用具給付事業等の実施と下肢に障がいのある

方々に対する福祉ハイヤー助成事業等を実施しているというところであります。 

 平成２８年４月から施行される障害者差別解消法により、障害者基本法で定められてい

る全ての障がい者、３障がいその他の身体機能に障がいがある方が障がいを理由とした差

別を可能な限りなくすため、障がいのある人もともに生きる社会づくりを目指した施策を

推進したいというふうに考えております。 

〇議長（村山義明君） 東海林さん。 

〇６番（東海林繁幸君） 町長、１段階の質問として、私こう書いているのは期待として

はやはりある程度具体的にお答えいただけるかなと思って期待しておりました。まず、目

玉事業は何かというところでお答えいただいているので、これはいいなと思ったのがミル

クプラントの問題であります。ミルクプラントの実現ということで、執行方針というのは

ことしの執行方針ですから、そういう意味ではことしミルクプラントについてどんなこと

をしようとしているのか、例えば規模はというようなことも含めてどんな構想をしている

のか、まずこの具体的に出てきた事業としてお聞きしたいと思いますが、これはまさに６

次産業とのかかわりが出てくるわけですけれども、この実現と６次産業化への展開という

のは同一のものとして捉えるのか、ミルクプラントのほかに６次産業の展開を考えている

としたら、６次産業と簡単に言うけれども、そんな簡単なものではないですよね。だから、

その辺は何かことし具体的に６次産業化というのをお考えなのかどうか、この辺まず第１

点聞きたいと思います。 

 それと、あとの問題については私はっきり言って何もわからないのです。町長、観光振

興計画の策定というものを住民は期待していると思いますか。そうではなくて、観光を言

うのであれば当町の観光資源の何をどうしようかというところを聞きたいわけでして、計

画策定なんか誰も期待していない。これは、町の施策として計画化し、それを実践すると

いうお手本にすぎないわけです。今町民が聞きたいのは、観光振興をするとしたら何を一

番町は大事に考えているのかなというのが聞きたいことなので、それを伺いたいと思いま

す。 

 それと、子育ての支援、これも言葉として子育て支援、これやってもらわなければ困る

し、小さいお子さんを持つお父さん、お母さんにしてみたら、何をしてくれるのかなと。

子供は宝だと言っている町長は、ことし子育て支援を総合的支援制度を確立するというの
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で、総合的支援というのもどういうものなのだろうかと。より具体的な内容をやっぱり期

待しているわけで、求められているところだと思います。できれば１つ何をしたいのか、

子育て支援で。ここだけ伺いたいと思います。 

 それと、４つ目です。地域福祉の推進体制、これも言葉としてはわかるのです。町長が

どういうことで地域福祉を、当然当町としては福祉の町として考えなければならないけれ

ども、それでは地域福祉の支援、推進体制といったらどういうことになるのでしょう。こ

この体制というのはどういう枠組みを考えているのだろうかなと。例えばの話で、例えば

独居老人の見守り体制だとか、何かこれを確立したいというのが出てきてほしいなと思う

のです。ないとすれば仕方ないのだけれども、具体的に町長の頭の中にこういうことなの

だよというものがあれば教えてください。 

 次に、総合戦略で言っている魅力ある働く場の働く場所づくりです。これもいろんな政

策をしていくと働く場もできるだろう、これはわかるのです。そのために働く場づくりの

ために何が必要だからと言って何をしようとしているのか。町がどんな役割を担おうとし

ているのか、その辺もう少し本当に働く場がないと言われている当町にとって、新規就業

してもらうのを期待しているだけでは働く場づくりにはならないと思うものですから、ま

ず当面の働く場を確保するという前提はわかりますけれども、これから新しい住民もその

場所を期待してこれるような働く場というのはどういうことを想定しているのかもわかれ

ば教えていただきたいと思います。 

 ３点目の身体障がい者の福祉なのですけれども、町長もこれ歴代の町長がそうなのです

けれども、身体障がい者に対する施策って何もないのです、今まで。私も何十年も身体障

がい者の福祉協会長をやっていますけれども、身体障がい者に対するものはないのです。

しかし、障がい者の法制度について、一番国なりに働きかけているのは身体障害者福祉協

会、北海道の連合会であったり、日身連といって日本身体障害者団体連合会というのがあ

ります。その中で身体障がい者が圧倒的に数が多いものですから、法制度の改正等々に一

番身体障がい者がやっているのです。これは、もう歴代そういうことになっていまして、

しかし現実に制度化されるのは知的障がい者に対するものであったり、精神障がい者に対

するものであっているのが９割方なのです。１割あるかなしかの身体障がい者なのですけ

れども、それを町長はここで言っているのは、例えば身障相談員の設置だとか、それと下

肢、上肢等の装身具、これらのものについての助成、これは昔からあるのですけれども、

身体障がい者相談員の設置も従来は北海道の制度で、道がやってきたことが数年前に町に

移管されたものですよね。これ前からあった制度で、当町独自のものでもないし、当町だ

けしているものでもないのです。言うなれば障がい者に対する町の助成制度というのは一

切ないと言ってもいいような状況です。 

 そこで、私も１つ例として挙げたいのは、障がい者が今一番困っているのは高齢化にあ

ることと除雪問題の対応なのです。少なくても肢体不自由、それから内臓障がい等々も含

めて、身体的な活動が非常に弱っている身体障がい者に対して、除雪経費の一部助成など、
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例えばこれは所得制限してもいいから、そういった制度を、具体的な障がい者が喜んでく

れるような制度を考えていただけないでしょうか。 

 以上です、まず。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） まず、１点目の質問に関して４点ほどご質問があったと思います。

まず、ミルクプラントとありますけれども、小規模なプラントを今農業体験施設に設置を

して、大体１回に６０リットルだから、２００ｃｃだと３００本ぐらいつくれるような本

当に小さな機械を設置をしていきたいということでありまして、まず地元の給食であると

か道の駅の販売であるとかというようなところからやっていく。なかなかこれは、私の一

番最初のところはもしかしたら勘違いがあるかもしれませんけれども、少なくても昭和の

最後、ふるさと創生のところから話のあった問題で、四半世紀以上にわたって実現をして

こなかった問題であると。やっぱりここは１つしっかりと小規模であっても一歩踏み出す

必要があるという思いから、ぜひこれを実現させていただきたいということであります。

６次産業化という前に、もう一つさらに中頓別町は今あるものとしてはやはり牛乳が一番

の資源でありますから、これを活用したさらなる商品化とかということを含めて、それら

を売ったり、加工したり、あるいはおもてなしに使うとかというような形での６次産業化

への展開ということをやっていけないだろうかというのが考え方としてあるということで

あります。 

 ２点目の確かに観光振興計画は目的ではなくて手段、過程だというふうに思っています。

一番大きな問題としては、やはり今ある観光施設を維持、持続していくことがなかなか困

難になっていると。財政的な負担が大きくなっていく傾向がやっぱり否めないということ

だというふうに思います。これを端的に言えば一番はやっぱり敏音知の地区にあると思い

ますけれども、今ある施設の有機的な連携をしっかりとって、これらを活用して、できれ

ば収益力を回復できるところまでいく方策はないかということを模索していくのが２８年

度の大事なところなのではないかというふうに考えています。 

 それと、子ども・子育てに関してでありますけれども、２７年度もいろいろ検討して、

２８年度からこども園を中心として保育制度の関係などについてある程度の見直しをして

いるところでありますけれども、１つは子供包括支援センターです。ありとあらゆる子ど

も・子育ての問題、課題に対して相談できる。それに対して一定の専門職種がいて支援で

きるような体制を構築するとともに、今のこども園を補うような、サービスを補うような

形でファミリーサポートセンターをぜひ設置をしていくというようなことを考えています。

あわせて子ども・子育て世代、これは結婚、妊娠、出産から少なくても高校を卒業するぐ

らいまでを見据えていかなければならないというふうに思っています。この中で教育委員

会にも放課後子どもプランだとか、あるいは夢と希望を！感動体験事業などに取り組んで

いただいておりますし、こういったソフト面の充実や、それから町の財政力と見合わせて

考えていかなければいけないのですけれども、これら生まれてから社会に出るまでの期間



 - 132 - 

にわたってどの時期にどういう支援をしていくべきなのかといったところをしっかり打ち

立てていきたいというのがここに書いた意味であります。 

 それと、社会福祉協議会と連携した地域福祉に関してでありますけれども、なかなか社

会福祉協議会も多くの業務を背負っていて、その機能を十分に発揮し切れていないところ

があるというふうに思います。そういう中で保健福祉課のほうに職員の増員もしながら、

社協の業務をサポートできる体制をとりたいと。派遣という形をとるか、そのあたりにつ

いては最終的に詰めたいと思っていますけれども、今よりも人員を増強する体制の中で、

なかなか十分にやり切れていない見守り支援、それからサロン活動などをぜひ展開をして、

高齢者の方、障がい者の方がいつでもいられるような居場所づくりなどについても取り組

んでいかなければならないというふうな考え方を持っているということであります。 

 それと、働く場の問題、確かに新しくつくるということが求められているのかもしれま

せんけれども、一方でやっぱり今ある働く場が魅力を欠いて、そこを担う人が亡くなって

いくという、その課題を解決していくということもさらに重要だという認識をお話しさせ

ていただいたつもりであります。確かに東海林議員がおっしゃるように、目玉になる政策

をしっかり打ち立てていくということは重要であるというふうに思いますけれども、一方

で政策を連携させて切れ目なくしっかり取り組むことで総合的に成果を上げると。その中

でＫＰＩのような指標を高めていくというようなことも大事なのではないかというふうに

私は思っています。１点で地域振興を成功した事例、たくさんこれまでも紹介されていま

すけれども、では本当にそこが人口減少に歯どめをかけられたのかというと、なかなかや

っぱりそういう実態はないというところを踏まえて、厳しい財政でありますけれども、そ

の中で政策連携、総合的な体制を構築していくということが不可欠なのではないかという

思いで、東海林議員から見るとちょっと物足りない、目玉の見えにくいというところがあ

るかもしれませんけれども、多分野、総合的に取り組むという中での働く場ということに

尽きるのではないかというふうに思います。その中では、一番今職員が多いのは福祉関係

の職場でありますし、そういう職場で働く方たちがこれからもこの町で福祉の仕事をし続

けたいと思ってもらえるような、そういった取り組みなど、それだけではなくて、もちろ

ん林業、農業を含めて、商工業を含めてということでいくという考え方だということでご

理解を賜ればというふうに思います。 

 それと、障がい者の施策、これらの政策主体全てが高齢者福祉や介護が市町村にあるの

と違って道のところでやっている分野ということもありますけれども、おっしゃるとおり

障がい者の施策のところで町独自のものは余りないというのが、せいぜい言えばタクシー

の助成も出させていただいているというようなことぐらいなのだというのが実態だという

ふうに思います。除雪の問題、１点として例がありました。この問題も含めてぜひ地域の

障がい者の方ともお話をする機会を持って、今どんな町としての政策が求められているの

かということをお聞きした上で対策、対応について考えていきたいというふうに思います。

お話のあった除雪問題については、２８年度改めて抜本的に解決に向けた検討をしていく
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ということでありますので、その中でも障がい者の方、身体障がいのある方の支援の問題

についてもしっかり検討に入れていきたいというふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 東海林さん。 

〇６番（東海林繁幸君） 期待したとおりに大変丁寧に再質問にお答えいただきました。

私自身としては、よく町長がここまできちっと言ってくれたなと思っておりますし、私が

考えている私自身の答えと相当合うところもあります。特に今お伺いしたことでは、地域

福祉のことについては社会福祉協議会に対して保健福祉課から職員を派遣するというのは

大胆な発想でありますし、行政で１人職員が減ったことが社会福祉協議会に入ってさらに

能力が発揮されるか、その辺が鍵になると思うのですけれども、やっぱりそれは一つの試

みとして非常に大胆な試みだと思うのです。それなりに期待したいと思いますが、１つ町

長、ここで私は町の福祉を推進する上においては住民にもやはり求められるものがあると

思います。住民がむしろ行動しなければならない部分もあると思います。例えば独居老人

の見守りなんかは、やっぱりある意味では地域の自治会とのパートナーシップが求められ

るところですから、地域福祉の推進体制を町側だけで一生懸命消化しようとするのではな

くて、もう少し地域と連携した体制をお考えになったらいかがでしょうか。この辺１つ確

認させていただきます。 

 職場づくりについては、これは一朝一夕に町長も名案を出せる問題ではないので、今ま

での答え方でいいと思います。よろしくお願いしたいと思います。 

 それと、障がい者福祉の身体障がい者に対しては前向きなご答弁をいただきました。一

応実は身体障がい者は当町にどのくらいの数がいるかというと、約１５０人なのです。こ

の中で組織として身体障害者福祉協会に入っているのは、かつては４０人ぐらい、現在約

２０人ぐらいしかいません。ご本人がそういった組織に入って組織活動をして、場合によ

っては法制度の確立に向けた組織活動にも参加しない人が大部分なのです。参加している

人はごく少数にすぎません。でも、こういった行政に対する要望等は私ども身体障がい者

が知的障がい者や精神障がい者にもかわってやるべき任務をやっぱり引き受けざるを得な

い状況にありますので、できれば障がい者との協議を町長は進めていただけるというので、

期待しておりますので、よろしくお願いいたします。 

 そこで、もう一つ、町長、先ほど再質問でお聞きすればよかったのですけれども、実は

認知症の問題です。認知症は、もう少しで５人に１人がなると言っておりますよね、成人

の。こういった状況にあるのですが、町長は当然知らなくていいのですけれども、当町の

認知症の実態をおわかりですか。おわかりだったらお聞きしたいと思いますし、もう一つ

加えて町長は福祉の職場づくりと先ほどご答弁にありました。福祉の職場づくりというの

は、現在ある福祉職場の拡充も含めて当然考えられるわけですが、各町でもう認知症対策

をしていますよね。それは、１つはグループホームであったり、認知症の方々をどうする

か、扱うかによって非常にある意味では新しい職場づくりにもつながっています。ともす

ると、長寿園の施設を認知症対策に求めがちな気がいたしますけれども、これはやっぱり
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認知症の専門職場として、現在の長寿園にそれを求めるのはちょっと酷だと思います。や

っぱりある程度認知症の患者さんを収容する施設とそれを見守る人々の専門の施設が将来

的には必要になると思いますので、この辺の見解を最後に質問させていただきます。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） まず、見守り体制に関しての取り組み方ということで、おっしゃ

るとおりこれは本当に町側だけで、行政だけでやるということではなくて、むしろ社協な

どがコーディネーターみたいな形で入って利用者、支援を必要とする人と支援の可能な地

域の住民の方を結びつけていくというような、そういう役割を担っていく。自治会とも連

携しながら進めていく、そういう考え方を基本に据えていきたいというふうに思います。 

 それと、認知症の問題であります。町内の実態というのは、明確に認知症の診断を受け

ている方が何人いるとか、そういう形での統計というのはないのです。ただ、地域ケア会

議というのを開催をしていて、これは毎月各関係機関で集まっていて、そういう心配のあ

る方などについて常に情報を共有しながら、支援が届かないことがないように対応をして

きている実態があります。ただ、まださらにこれからもっとふえていくという考え方に立

つべきでありますし、それらの対策、対応として、うちの町は今若干おくれていますけれ

ども、介護保険法が改正になった関係で日常生活支援総合事業、これとあわせて地域包括

ケア体制の確立の中で認知症対策をしっかり取り組んでいかなければならないというふう

に思っています。先ほどの社協と連携していく事業の中でも、これらの主体になるという

ふうに考えているところです。 

 それで、問題はこれらの施設としての対応ということでありますけれども、確かにおっ

しゃるとおり例えば養護老人ホームのもともとの機能から考えると、その中で認知症の方

がふえてしまうと職員の対応ができないという実態がありますし、あわせて特養において

も認知症が重症な方等の対応をしていくというのはなかなか難しいところがあります。ま

して今特養は要介護３以上ということになりますので、そういう中で認知症で何らかの支

援が必要だという方が多くいる実態があることは間違いありません。ただ、ではグループ

ホームを本町に設置をして、今まで採算に合うには２つのユニットだから１８人の定員が

というお話があります。本当に多分そうしないと、例えば運営が成り立たないのだろうと

いうふうに思います。それだけの入所が見込めるかというと、そうでもないということだ

と思います。今浜頓別町や豊富町が大体そう待機者も多くない、一、二名程度ぐらいなの

ではないかと思いますけれども、そういう中で運営していく中で、他町からの入所も含め

てもなかなかそれだけの数にはならないのかなというふうに思います。そう考えると、や

っぱり在宅の支援という考え方になるのではないかというふうに思っています。今病院も

訪問看護も始めています。軽症というか、まだ進まないうちについては先ほど言ったよう

な社協を中心とした見守り事業から在宅支援の介護サービス、そういったものを最大限活

用して認知症を支えていく地域づくりをしていかなければならないというふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 東海林さん。 
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〇６番（東海林繁幸君） 次に移りますが、町長、先に言っておけばよかったのだけれど

も、私は前の町長にも、いろいろ一般質問等々で、いわゆる全体議会の中で町長の答弁し

た中で、課長が答弁した中で、検討するだとか、いろんな約束をしたときには必ずしなけ

ればだめです。それ約束してください。それと、検討したけれども、できないものがある

のはこれ当然なので、遠慮なくそれはそれでいいのですから、ただ検討もしないで検討す

るはだめだから、これ１つ約束してください。 

 次へ移ります。これは教育長も同じことで前提で申し上げます。教育行政執行方針であ

ります。まず、２つ伺いますが、１つは方針の中には教育行政執行体制について余り触れ

ていません。何をやりたい、これをやりたいというのは住民側にとっていいだろうという

思いで言っていただいていると思うのですけれども、体制についても住民としては非常に

大事だと思うところであります。この町にとって教育委員会というのはどういう立場にい

るのが望ましいのか、教育委員会のありようも基本的に検討されてもよいのではないかと

思います。これは、田邊教育長、まだ１年たたない中ですから、なおさら新しい感覚でこ

の検討をしていいのでないかと思います。教育委員会の組織体制や指導体制、現状のまま

でいいとは思えないのですけれども、いかが考えているのか伺いたいと思います。 

 ２つ目は、教育環境の整備であります。特に教育施設の経年劣化が目立ちます。これは、

当町はある意味では近隣他町村に先駆けて結構な教育環境づくりを、施設づくりをしてま

いりました。早い年代にやってきたものですから、それだけに経年劣化が目立つわけです。

それは、学校教育、社会教育にも同じでございますので、教育長が今それぞれ学校教育、

社会教育施設を急ぐ、整備が急がれるというものを３点ぐらいずつ挙げていただきたいも

のだなと。それは、私も長い経験の中から考えていることと合うのかなとか、どう違うの

かなという思いで、そこら辺の整合性を見たいと思いまして質問いたします。 

〇議長（村山義明君） 田邊教育長。 

〇教育長（田邊彰宏君） 答弁いたします。 

 東海林議員からこの質問をいただきまして、私の頭の中には執行体制、組織体制、指導

体制等については正直ありませんでした。ご指摘については、真摯に受けとめさせていた

だきたいと思います。現在教育委員会事務局の教育グループは、グループ長が配置されて

おりません。次長がその役割を担っており、総務、学校教育に２名、社会教育に２名、学

校給食センターに１名の職員、ほかにＡＬＴや臨時職員を配置しています。一人一人の業

務内容を全て把握しているわけではないのですけれども、そういう意味でいうとグループ

長の配置が望まれるところなのですが、多忙なときには相互に協力する体制はできている

と私は認識しています。特に各種スポーツ大会でありますとか、文化発表会等社会教育関

連業務につきましてはグループ全員がかかわります。先般開催しましたキッズスキー教室

やスノーフェスティバルでは、私も含めて委員会職員が一枚岩となって動いていると認識

しています。 

 教育委員会のありようは、役場の組織の変更と連動するものと認識しています。これや
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はりグループ制になったというのは、全体がグループ制になったから、従前のような係制

から変わったというのもここにあるのだと思います。私昨年の７月から教育長を務めてお

りますけれども、この８カ月の間で委員会の組織体制や指導体制で業務遂行が滞るという

ことはございませんが、職員の力量や迅速な事務処理等で課題があるかなというところは

はっきりあります。当面は、現状を維持する中で望ましい教育委員会の組織や指導体制の

あり方を模索してまいりたいというふうに思います。 

 それから、２点目、本町の教育環境の整備でございますけれども、ご指摘のとおり関連

施設は経年劣化や老朽化が進んでおります。学校教育施設で整備が急がれるものとしては、

１つ目に中学校の校舎の防寒対策、２つ目は小学校校舎の大規模改修、３つ目は学校給食

センターの建物、設備の修繕、改修の３点。社会教育施設で整備が急がれるものは、寿ス

キー場のリフトのリニューアル、青少年柔剣道場、郷土資料館、図書室の外壁、屋根、タ

イル等の修繕、３つ目に町民体育館の老朽化対策の３点を挙げさせていただきたいと思い

ます。 

〇議長（村山義明君） 東海林さん。 

〇６番（東海林繁幸君） 教育長、本当に真面目にご答弁いただいてありがとうございま

す。再質問する前に、私は教育行政執行方針の内容について、簡潔明瞭に文言の流れも非

常にわかりやすく、大変よかったなと。教育長の苦労がしのばれるなと思っておるのです。

何か教育長の人柄がこういった文言になったのかなと思って、数十年前ですが、かつて私

も原稿を書いた思いがありますが、非常にわかりやすいいい内容だったなと思います。 

 さて、改めて再質問させていただきますが、まず私が考えてほしかったのは、教育委員

会が今置かれている場所です。これでいいのかなと。教育委員会の使命は、教育行政の執

行なわけです。それは、ある意味では事務的なものと指導的なものに分けられるわけです。

学校の校長さんら、教頭さんが教育長にいろいろ協議あるときには、そうさほど問題なく

今のありようでいいかなと思いますが、一方社会教育関係者、これは全く民間の人たちが

それぞれのサークルで活動の中で教育委員会に指導、援助を願うことになると思うのです

が、なかなか今の事務局のありようの中で来れるかというと来れないという人が大半なの

です、文化、スポーツ両面の団体において。教育長はまだわからなかったと思うのですが、

もともと昭和４０年代、高等学校が上駒へ新設移転したときに残った校舎を活用して教育

委員会をその校舎に独立して持ってまいりました。それまでは、古い役場の中の片隅に今

と同じように教育委員会が入っていたのですけれども、教育の理念は町の行政の中でも、

これは基本的に教育基本法にあるわけです。教育独立の精神がやっぱり教育は一般行政と

は全く別だという思いとある意味でいったら教育が教育委員会が責任を持って全てやらな

ければならないのだという、その精神が役場から別な施設へ移った根源なわけです。それ

以来、私が昭和４４年に社会教育主事と教育次長を兼務しておりまして、やって以来初め

て社会教育主事を置いたわけですけれども、昭和５０年に町長部局に私はかわりまして、

その間社教主事不在になりました。派遣社会教育主事を道教委に求めて、２年間ほど空白
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だったのですが、その後社会教育主事が派遣され、それ以来連綿と社会教育主事の配置は

行われてきたわけであります。そういうことで、私もかつての記憶を取り戻しながら、当

時はやっぱり教育委員会が独立したこともあって、社会教育団体が毎日のように教育委員

会にいろんな相談や要望を伝えに来ていたわけです。そういったことを考えますと、まず

場所的なものでちょっと今問題でないかなと思うのが１点。 

 それと、社会教育主事の対応、体制が今どうなっているのかというところを大体わかっ

ているのですけれども、ある意味ではご指摘申し上げたい。ただ、社会教育行政の推進に

ついては、今いる職員が一生懸命やっていることは認められるのです。ただ、やはり社会

教育主事というのは教育長もご承知でしょうが、行政職ではありますけれども、教育公務

員特例法では教育公務員に当てはめているわけです。そういう意味で今社教主事という職

務が発令されている者が全くいないということにちょっと残念だなという思いがあるわけ

です。これを教育長はどう評価しているのか、これからどうしようとしているのか、この

辺伺いたいと思います。 

 申しわけありません。今の教育委員会の場所と社会教育の指導体制の問題、それと教育

長が執行方針で言っているアクティブラーニングという言葉、これ最近というより近年教

育界では随分使われているのですけれども、アクティブラーニングというのが教育行政執

行方針は第１回定例会で言うので、あたかも議員たちにわかってもらえばいいかという思

いもあるかもしれませんが、これは決してそうではなくて全住民に方針を伝えているもの

であります。私は、そういう意味では教育関係者は当然わかっていることではありましょ

うけれども、高齢化率３８％になろうとしている当町の住民の皆さんにアクティブラーニ

ングの理解がされているとはちょっと思えないのです。そういう意味では、アクティブラ

ーニングの意思を簡単に説明していただきたいことともう一つ含みたいのはアクティブラ

ーニングが当町の小学校、中学校にどういうように浸透されているのか、その辺教育長、

まだ１年足らないところですけれども、ちょっと伺いたいなと思っております。ちょっと

事前通告なしのことで申しわけありませんけれども、よろしくお願いいたします。 

〇議長（村山義明君） 田邊教育長。 

〇教育長（田邊彰宏君） 答弁いたします。 

 まず、１点目、場所のことについてでございますけれども、私正直申し上げまして、本

町に来て教育委員会はここというところで座りました。今東海林議員のほうから従前はこ

のようだったということを聞きました。従前は、毎日のように何らかの形で社教関係の方

が来ていたと。非常に活発だったのだなというふうに認識させていただきました。それで、

このことについては、正直今ここでここがいいとかあちらに行きたいということはなかな

かこれは申し上げられません。やはり正直申し上げまして、最初来たとき真ん中だったの

ですけれども、１０月になりまして町長席のほうに移りましたので、私としましては従前

の席よりは今の席のほうが業務はやりやすいと正直に申し上げます。 

 それで、非常に困り事云々がありましたときには、別室でありますとか、相談室等で現
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状は対応しているところなのですけれども、もしあの場所がどうしてもまずいということ

であれば町長にお願いしなければならないかもしれませんけれども、今のところは私特に

場所にはそんなにこだわらなくて、町長室がああいうスペースですから、教育委員会もや

はり町長と同じようにオープンスペースで物事を遂行するのだなというふうに考えており

ます。今のところは、町長との連携も速やかにとれますので、どこか別なところに行くと

いうのはちょっとここでは何とも言えないというしどろもどろな答弁とさせていただきた

いと思います。 

 それから、社教主事のことについてでございますけれども、現在社教主事ということで

配置はしていませんけれども、資格を持っている者は２人ほどおります。この２人の社教

資格が十分に生かされていけば、もう少しというか、さらに社会教育行政の執行について

はスムーズにいくのではないかなというふうに考えていますが、大変申し上げにくいこと

なのですけれども、なかなかスムーズにいかない状況もあります。それがゆえに今社会教

育を担当している主担当が２人いますけれども、２人が奮闘努力しまして、それに教育委

員会職員が協力しているという体制です。もちろんその社教主事資格が十分に生かされる

ようになればもっとスムーズなのですけれども、やはりそこの部分については大きな課題

があるというふうに思います。 

 では、その課題の解決をどうするのかということなのですが、一つの行事が終わったら、

そこで反省をして、その反省を次の事項に生かしてもらいたいというふうに考えるわけで

すが、その反省が残念なことに生かされていない。また同じことの繰り返しというような

状況の中でもがいているという状況です。東海林議員が社教主事やっておられたときから

見れば、当然それは幾分物足りなさがあろうかと思いますけれども、委員会としては今の

ところは全員といいますか、一生懸命努力しているということだけはご理解をお願いした

いというふうに思います。 

 それから、アクティブラーニングなのですけれども、これ大変申しわけございません。

教育大綱のほうには括弧して書いてありますけれども、私にその意識がなかったことを深

く反省させていただきます。説明いたします。アクティブラーニングというのは、能動的

な学習という意味です。いわゆる簡単に言いますと発表するとか、議論するとか、活動す

る、要するに先生が一方的に知識を教え込むのではなくて、教えた知識をいかに活用する

か、使っていくか、そういうことを子供たちにさせる授業のことをいいます。課題発見、

解決に向けた主体的、共同的な学び。というのは、発表するということになりますと言語

活動の充実になります。そんな授業なのですけれども、これは今始まったことではなくて

昔からあることなのです。大学のほうで知識偏重というか、そういう授業があって、それ

ではよろしくないということで、このアクティブラーニング、能動的な学習というのが出

てきました。能動的な学習と言うよりはアクティブラーニングと言ったほうが何かナウい

感じがありまして、行くような感じがあるのかもしれませんけれども、そんなわけでアク

ティブラーニングという言葉が今のはやりということになっております。 
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 小学校、中学校ともに細谷議員のときに申し上げましたけれども、まとめたことを発表

するということをやっています。これがまさにアクティブラーニングなのです。中学校の

場合はグループで発表しますから、そのグループの中にディスカッション、討論があるの

です。そこで自分の意見を言って、一つにまとめています。こういう学習なのです。小学

校は、今もやっているわけなのですが、小学校の先生と話をして、アクティブラーニング

というのはこういうものなのですよと、あなたの考えで間違いないけれども、それだけで

はなくて、もっと別な観点で深めてやってくださいということを私小学校や中学校の先生

に求めていきたいなというふうに考えているところでございます。 

〇議長（村山義明君） 東海林さん。 

〇６番（東海林繁幸君） しっかりお答えいただいてありがとうございます。一般質問の

答弁というのは、なるべくそういうふうにわかりやすく答えてもらいたい。 

 そこで、場所について今どうこうということにはならないとは思うのですけれども、基

本的には教育委員会のありようは歴史的過去にやっぱり見習うべきものもあると思うので

す。そういう意味で一般行政から教育独立、ただ教育委員会、教育基本法でしたか、昨年

は変わりまして町長も、教育委員の組織そのものが変わりましたけれども、教育長はそれ

だけの実力も伴うようになりました。ただし、一方では市町村理事者が総合教育会議を主

宰するという、今まで余り口出ししないのが町長だと思っていたのだけれども、口出しで

きるようになりました。それだけに町長の執行方針の中にも社会教育なんていう領域が記

述されるようになったのです。これは、随分発展してきたなと褒めてやりたいと思いなが

ら、しかし教育長は今までの教育権限をさらに拡大した形になりますから、町長に遠慮す

ることなくいい教育を、地域に合った教育を、求められる教育を実行する立て役者である

わけですから、その辺教育長の力を信じたいと思います。そういう意味からも、余り町長

のそばにいないほうがいいのです。町長は、副町長も置かないで、何かあったら教育長が

いるから、教育長にかわらせようなんていう思いがあると、これは教育長としては非常に

困る状況があるのです。だから、早くさっさと副町長を置きなさい。そういう非常に上か

ら目線で物を言って申しわけないけれども、これも私が少し先輩だと思って聞いてもらい

たいことなのです。だから、町民センターといういい格好の場所が教育委員会の場所とし

てあるではないですか。あれが社会教育現場なのです、教育長、町民センターこそ。役場

には現場ないのです、社会教育の。私は常に現場だと思っておりましたので、いつでも現

場に社教主事が行けるというような関係を求めたいと思います。 

 それと、もう一点、社会教育主事の専門性を今教育長に言おうとは思いませんが、昔か

ら３Ｐ論というのがあって、プランナー、プロデューサー、プロモーターという、こうい

った、一つは演出家なわけです。それなりに成人教育を担っているわけですから、社教主

事に求められる資質というのは非常に高いものがあります。私はその資質にたえられたと

は到底思えません。だけれども、踏ん張りました、社教主事として。１人しかいなかった

けれども。今社会教育主事の免許を持っている人がいるのですから、私は先輩としてそれ
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は求められるものは質的に高いけれども、しかしはっきり任命すべきではないかと思いま

す。教育長もおわかりですけれども、校長をやっていたときに新卒の教員が来たけれども、

まだ力不足だから教諭の発令できないなんていうばかなことをしませんよね、これは道教

委が命課するわけだけれども。せっかく社会教育主事は置くことができるので、置かなけ

ればならないわけではないけれども、免許がある者に対して、本人が資質を高める努力を

期待しながら、早く他の住民にもこの方が社会教育主事ですよということをきちっと命課

してそれだけの仕事を求める、そういった体制をやはり早い時期に組んでいただけるのか

なということを期待しているのですが、これで終わるのですが、最後にそのことについて

ちょっとお答えいただきたいと思います。 

〇議長（村山義明君） 田邊教育長。 

〇教育長（田邊彰宏君） 最後の社会教育主事の命課についてでございますけれども、確

かに現在２名の職員が社会教育主事の資格を持っております。非常に答弁に苦しむところ

でございますけれども、命課して今以上の社会教育行政がスムーズにいくかということを

考えたときに、私は決してそうはならない状況のほうが高いというふうに認識しています。

本来であれば社教主事資格を十分に生かしてもらって、１年目から、来たときからあなた

が学校で学んできたことを実践に生かしなさいというのが筋だと思います。残念なことに

それを生かすことがなかなかスムーズにいかない。そこに今の教育委員会体制の大きな課

題があります。なぜ生かされないのか。そこは、もうこれ以上は申し上げることはないの

ですけれども、そこで非常に苦労しています。確かに教員でそんなことがあったら大変な

ことになるのですけれども、ただ同じ取り組みの繰り返しで、やることは違っても企画運

営準備等はそう変わることではないのです。それを繰り返していく中で一つ一つを乗り越

えていくというのが私の求めるところなのですけれども、なかなかそうはいかない現状が

あります。もう少しこの状況が改善するには時間がかかるというか、そう思います。やは

り勉強してきたことと実際に生かすこと、これはイコールではないような部分が今はある

のです。そこの部分をやっぱりこれは教育委員会の全体のものかもしれませんけれども、

そこを上手にイコールになるように持っていかないと苦しいなと思います。教員の場合は、

教育実習があります。その中で現実と子供たちに向き合ってある程度やってくるわけです

けれども、社会教育主事の場合は確かにそういうのはあるとは思うのですけれども、やは

りこの役場に来てやろうと思ったときにはなかなかそうはいかない部分があるのだと思い

ます。そこの部分を本人が乗り越える、あるいは我々が上手にサポートすることが必要で

はないかなというふうに思っています。東海林議員の時代の社教の実力というのは十分認

識させていただきたいと思います。 

〇議長（村山義明君） 東海林さん。 

〇６番（東海林繁幸君） 大変真摯なご答弁いただきましたことを厚くお礼申し上げまし

て、質問を終了させていただきます。ありがとうございました。 

〇議長（村山義明君） これにて東海林さんの一般質問は終了しました。 
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 ここで議場の時計で３時半まで休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時２２分 

再開 午後 ３時３０分 

 

〇議長（村山義明君） 休憩前に戻り会議を開きます。 

 受け付け番号５、議席番号７番、星川さん。 

〇７番（星川三喜男君） 受け付け番号５番、議席番号７番、星川です。それでは、今回

は一般質問の２点のうち、まず１点目、町政執行方針からということで質問させてもらい

ます。 

 管内一の人口減少率であることから、いち早く総合戦略の４つの目標である働く場、結

婚、出産、子育て、移住者の受け入れ、安心して暮らし続けられる町を実現しなければな

らないと私は思っております。人口減少に歯どめをかけるための将来的に安定して働くこ

とのできる職場確保として、私は町の定員管理計画見直しによる職員採用、それとあわせ

て臨時職員採用による長寿園、また温泉への出向などが考えられるが、それに対しても課

題も相当あると思います。そこで、採用に向けて新たな給与制度の導入、それと早期退職、

またこれは批判も受けますが、共働きの解消に町長はどのように考えておられるか伺いま

す。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） 星川議員の質問に答弁させていただきます。 

 当町における職員数は、人口規模が同じような団体、類似団体の職員数を基本に算定し、

定員管理計画を作成しており、今後も同様の考え方で対応しなければ独自財源の乏しい当

町では地方交付税が減額となれば人件費や償還金等の義務的経費の割合が大きくなり、財

政の硬直化を招くこととなるため、慎重な対応が必要と考えております。しかし、現在の

職員数では新たな事業等を推進する上で支障を来している状況にあることも否めませんの

で、そうした点を考慮した職員採用等を考えてまいります。 

 新たな給与制度の導入に関しては、職種等を勘案して検討すべきとの考えを持っており

ます。早期退職者制度については、制度に沿った運用をしていかなければならないところ

でありますが、本年度においても複数の組織の中核的な職員が早期退職されることとなり、

その大きな穴を埋められないでいる現状があります。貴重な人材が定年まで勤めていただ

けるよう対策を考えるとともに、早期退職に備えた早目の人材確保と育成などの対策を講

じていく必要があるというふうに考えております。 

 共働きについては、働くことにおける基本的な権利を尊重し、男女共同参画社会の実現、

一億総活躍社会、女性が活躍する環境の実現という視点に立ち、適切に対処していくこと

が必要という考え方を持っております。 

〇議長（村山義明君） 星川さん。 
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〇７番（星川三喜男君） それでは、再質問させてもらいます。 

 ただいま町長の答弁で、人口規模が同じような団体の職員数を基本に算定しているとこ

ろですと答弁がありましたが、現在定員管理計画はどのくらい先までできているのか、平

成２８年度からの計画書が策定されているのであれば、これを提出してもらいたいと思い

ます。その提出はこの一般質問が終わった後でいいですので、よろしくお願いしたいと思

います。 

 その定員管理計画を見なければ私はちょっと評価もできないわけですが、一説に、各自

治体により多少の差はあるものの、地方公務員が採用されてから６０歳定年まで、皆さん

どのぐらいその間収入あるかご存じでしょうか。高卒で、要するに６０歳定年まで、生涯

収入２億５，０００万円とも言われております。それと、短大卒が２億７，０００万円、

大卒で２億８，０００万円です。本町において差は多少あるかと思いますが、これは誰か

１人犠牲になって、これ簡単に計算できるのです。そういう方式がちゃんと出されている

のも私は見ました。そういうことを皆さん、よく考えてください。皆さんは、まちおこし

の職員です。 

 それで、私の質問はこれからです。ことし枠で２７年度社会人枠採用も含めて４名いま

す。それと、先日総務課長が来年度の職員採用３名、大卒と言うのを聞きました。合わせ

て年収は軽く１０億円です。１０億円突破します。人口減少が続く本町にこの財政は将来

大きく圧迫することも確かです。人口減少率が管内一となった本町では、今後先ほど誰か

の質問等もありましたけれども、交付税が減っていくでしょう。何か横ばいとは言ってい

ますけれども、これは必ず今後減っていくと私は思っております。そこで、職員数を他の

市町村と同様の比率で考えるわけにはいかないと私は思っております。そこで、提案です。

早期退職についてです。早期退職は、このごろ何人か出てきております。私は、早期退職

してもらったほうが逆にいいのかなと。人件費がその分下がってきます。そして、端的に

言えば定年の２年前ぐらい前に早期退職でやめれば多分１，５００万円以上は違うでしょ

う、人件費。それを勘案いたしまして、人事制度上定年退職者を再任用。これ再任用です。

安く使えるのです。いいことです。それで、人件費を抑えることもして、これは多分年金

受給年齢までつなぐことができるとなっていると思います。そこで、再任用の方を、これ

は再任用となれば早期退職者といえば役職でいえば課長もしくは参事、要するに人、その

下にやっぱり職員がいるというくらいの人だと私は思います。その人があえてやっぱりそ

の下で再任用で仕事をするというわけにいきませんから、そこで私が言う出先、要するに

出向です。先ほど来一般質問等にも出されている長寿園、観光施設でもある温泉、これは

長寿園も新聞報道で職員も採用しても何か来ていないようです。来るわけないですよね、

ああいう新聞報道をされますと。温泉もそうです。何か監督署から言われて、町も携わっ

ている施設でそういうことがあれば誰が来ますか。募集しても来ないです。そこで、私は

そういう職員をそっち側のほうに出向として向けるというのも一つの手ではないのかなと

思っております。 
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 それと同時に、あわせて臨時職員の採用です。これは、前々から議会でも言われており

ますけれども、臨時職員についてですけれども、町は条例もなくてちょっと使い方が私た

ち議員にすればおかしいのではないのかなと。本来であれば６カ月で終わりですよね。そ

してまた、延長しても１年。本来であれば６カ月が過ぎれば募集をかけるのが普通だと思

います。それもないまま使っているという、そういう不自然な臨時職員の使い方もしてお

りますので、そこの辺根本的に見直しして条例化を、作成してもらいたいと思います。こ

れは、先ほどちょっと道新の記者さんとも話ししたのですけれども、隣町、枝幸町で、今

回臨時職員に対しての条例化を出したということで、何か臨時職員は枝幸町では１００人

を超すと言っております。それは、多分あの町でも話題となった温泉、ゴルフ場等々にそ

ういう臨時職員を派遣していくものだと私は今わかっているところです。 

 それと、共働きについて、先ほどの例から考えると悪いですけれども、２人で生涯収入

５億円です。これは、町民がこれを聞くとどう思いますか。今町民の年収１人幾らだと職

員は思っておりますか。３００万円ももらえばいいほうです。それもよく職員は考えても

らいたいと思います。中頓別町の１年の町税の５年分が２人の生涯収入になってしまうの

ですから、これは私は町民がこの数字を聞けば驚くはずだと思います。町長の答弁の基本

的な権利はわかりますが、理事者の考え一つ、指針で示すことができるわけです。今回昨

年ですか、採用された職員はご結婚なさいまして、いますよね、職員の。そういう採用時

から暗黙の了解といいますか、嫁さんになって子供できたときには何とかお願いしますと

いうようなことも１つは案として、町長として一言やっぱりそれは言えるべきなのかなと。

そういうことも考えて、もう一度町長、人件費も少なくして、働ける場は中頓別町は、こ

の町は役場しか今ありません。それが現実だと思います。ＪＡで募集をかけても給料が安

いから来ない。長寿園でも求人かけていても仕事がつらい、時間が大変だ、住まいが悪い

ということで応募者がいないということも考え合わせて、町長の考えを再度お願いいたし

ます。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） まず、定員管理計画につきましては、今ある定員管理計画は今年

度末までということになっていて、それで計画に対して現状の整理をかけたものはありま

す。今後の定員管理をどうしたらいいかということについては早急にまとめて、それは次

年度以降の採用にも適切に反映していきたいというふうに思います。今出せる関係の資料

については、後ほど出すようにさせていただきたいというふうに思います。 

 それと、公務員の生涯人件費の話がございました。これは、私自身も２回ほど町の行革

大綱、２度目は中長期の行財政運営計画というような形でありましたけれども、１回目に

つくったとき、平成８年からの１０カ年計画は、行革計画を第２次のものをつくったとき

にも、当時公務員の生涯給与３億円というようなことを前、公務員が１分追うごとに五十

円玉がチャリン、チャリンと落ちていくという。時給３，０００円ぐらいになるというこ

とです。そういったようなコスト意識、それを職員がやっぱり持つ必要があると。当然職
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員の採用計画においても、やっぱり１人採用するというのは４０カ年継続の３億円事業と

いう言い方もできるわけです。それだけの慎重さというか、思いを持った職員の採用とい

う考え方を持つべきなのだというふうに私自身思っておりますし、その認識に立ってこれ

からも職員の採用については当たっていかなければならないというふうに思っています。 

 それで、ご提案がありました早期退職者の取り扱い、再任用の考え方、それから臨時職

員の採用の問題、これらについては私も就任してから抜本的な対応が必要であるという認

識に立って、総務課のほうにも既存制度でどこまで制度ができるのかというようなことに

ついて検討を進めてもらって、検討するように指示をしています。なかなか進んでいない

ところもありますけれども、今後に向けて言われたような制度のあり方、ご提案の趣旨も

含めて検討していきたいというふうに思っています。 

 それと、共働きの問題については、先ほど申し上げましたとおり私は世帯を見て２人が

幾らになるとかという視点ではなくて、基本的には女性も男性と関係なく、やっぱり働く

機会、権利を有していて、そのことによっていかなる差別も受けてはならないと。それは

採用時だけではなくて、生涯にわたってそうなのだという考え方が基本だというふうに思

っています。たまたま狭い地域なので、そういう世帯があると周りから見るとうんと思う

ようなところも確かにあるのかもしれませんけれども、考え方の基本はそこから崩れるこ

とはないのではないかというふうに私は思っています。ただ、昨年末に近いところで、私

も若い職員の皆さんといろんな意見交換をさせてもらいました、ここ数年で入った職員の

皆さんと。地域柄今結婚するような世代に関して言うと、男女比が非常に偏っている。と

にかく女性が圧倒的に少ない割合になっています。そういう趣旨からも、地域にいる女性

に関してはできるだけ職員以外の男性に多くの機会を譲って、職員については町外から連

れてきてくれるようにぜひ頑張ろうねとかというような、半分冗談ではありますけれども、

半分本気の思いで話をしています。職員であることを理由に働く権利を失うことはあって

はならないというふうに思っていますし、そんな中でただ星川議員が言われるような地域

の事情なんかも見て行動する職員であることも必要だというふうに思っていますので、厳

しい環境の中で限られた職場をどういうふうに、特に公務員はある意味地域の中では恵ま

れた職場だというふうに言われる方もあると思います。そういう中で能力を発揮して、地

域の皆さんに必要で認められる職員であってほしいということを述べ、またそういう職員

に育てる努力をしていって、少なくてもそれだけの費用をかけて働いてもらう。払ってい

るのにふさわしいと思ってもらえるような職員像、組織であるように心がけていきたいと

いうふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 星川さん。 

〇７番（星川三喜男君） これ再々質問ではありません。なぜ私は職員に嫌われるような

ことを言うかです。これは、皆さん思っていると思います。これは、あえて私も嫌われて

いるなとは感じておりますが、私はやっぱり将来、町のことを考えるからです。先ほど来

言っているように、悪いですけれども、１人がやめればそこに若い者が来て、結婚し、そ
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こで子供もでき、それが定住です。それがクリアできるのです。そこら辺を役場職員の高

給取りの方々はもう一度考えてもらって、町のために、もうそれ以上は言いません。 

 それでは、次の２問目の質問にかえさせてもらいます。教育行政執行方針からというこ

とで質問させてもらいます。教育長の教育に対する理念、情熱、思いが感じ取られました。

これは、お世辞でも何でもありません。本当のことです。教育長の思いに応えられるため、

地域、学校、行政にどのような協力を期待されるかお伺いいたします。 

〇議長（村山義明君） 田邊教育長。 

〇教育長（田邊彰宏君） 答弁させていただきます。 

 初めに、教育に対する私の思いを感じ取っていただきましたことにお礼を申し上げます。

ありがとうございます。地域には、地域の皆様の教育力、経験等を学校で生かしていただ

きたいと思います。学校行事等、学校へ来ていただきたい。通学路の見守り活動等、防犯、

防災にも協力をお願いしたいと思います。学校には、地域の教育力を活用して、学校教育

に生かしていただきたい。特に先生には、元気が一番、前向きであってほしい。子供たち

を背中で引っ張る。先生は一生懸命みんなの未来の幸せのために努力しているという気概

を持ってほしい。そして、先生が地域の行事に積極的にかかわる、参加する、協力するこ

とを期待しています。行政には、教育関連施設の整備方針の確立等、予算面での支援を期

待しております。 

 子供は、家庭で育て、学校で磨き、地域で鍛えるものと考えます。また、学校は地域と

ともにあり、行政は家庭や学校、地域を支えるものとも考えます。子供や学校の抱える課

題の解決、未来を担う子供たちの豊かな成長のためには、地域が教育にかかわる教育の実

現が不可欠です。私は、将来的にはコミュニティースクール、学校運営協議会を設置して

いる学校、また横文字使いまして、これが意味が云々ということはあるかもしれませんけ

れども、多少コミュニティースクールについて申し上げますけれども、コミュニティース

クールというのは学校運営協議会の委員がこれに当たります。委員については数名、１０

名ぐらいになっても構わないのですけれども、この委員になる人は保護者、地域住民、有

識者、自治会長さん、そこには校長、教頭も入ります。また、コミュニティースクールヘ

ルプデスクみたいのがあるのですけれども、コミュニティースクールを専門にやっている

というか、その先導役というか、リーダーの方も入るようになっています。こういう人た

ちを委員にしまして、コミュニティースクール、学校運営協議会の役割は３点ありまして、

校長が作成する学校運営の基本方針を承認すること、学校運営について教育委員会または

校長に意見を述べることができる、教職員の任用に関して教育委員会に意見を述べること

ができる、この３つがあるのです。ただ、最後の教職員の任用に関して教育委員会に意見

を述べるということで、言葉よくないかもしれませんけれども、この先生は動かしていた

だきたいというようなことではございません。こういうような先生に来てもらいたいよと

いう意見を述べるということでございます。こういうような協議会を設置するのが学校運

営協議会というものです。このコミュニティースクールの導入を目指しています。職員に
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意識改革を図るとともに、開かれた学校から一歩踏み出し、地域の皆様と目標やビジョン

を共有して、地域と一体となって子供たちを育む、地域とともにある学校への転換を思い

描いております。 

〇議長（村山義明君） 星川さん。 

〇７番（星川三喜男君） ただいまの答弁に私は異論はございません。私が議員をさせて

もらい１７年間、代々の教育長には申しわけないのですけれども、これぞ教育論というの

に私はやっと出会ったのかなという感じがします。頑張ってもらいたいと思います。 

 そこで、２点聞きたかったのですけれども、１点目は東海林議員が聞いた中でちょっと

重複しているので、やめまして、１点だけお聞きします。小学校も年々児童が減ってきて

おります。多分来年度、新年度は入学者が４名か５名ですよね。そうなれば、複式学級と

いうのもあり得ることになってきます。こういう小規模、中小規模な学校には大変な事態

が多分出てくるのでなかろうかと思います。そこで、山村留学制度、これは私の分野です。

山村留学制度に取り組む考えはないか、これだけお聞きしたいと思います。 

〇議長（村山義明君） 田邊教育長。 

〇教育長（田邊彰宏君） 山村留学制度に取り組む思いは、私は現在のところありません。

親と子供が来てこの町で教育を受ける親子山村留学については、これは大いに受けたい。

受けとめさせていただきたい。ぜひ来ていただきたいと思います。いわゆる里親山村留学

あるいは別な組織、ＮＰＯ等がつくる、そこで面倒を見て学校に通わせる、そういうのも

あろうかと思いますけれども、親子山村留学については大いに来ていただきたいというふ

うに考えております。 

〇議長（村山義明君） 星川さん。 

〇７番（星川三喜男君） そこで、今教育長が言ったように里親制度、これは大変なこと

です。これは、ある程度地域がしっかりしていなければ成り立つものではないと思ってお

りますし、現に昔私たち卒業して、もうここ１０年になりますか、１７年間私たちの地域

で山村留学制度を取り入れて学校維持のためにやってきました。延べ１００名ちょっとの

児童生徒、小学生から中学生まで来ておりました。１軒で預かる子が多いところでは３名

いましたので、それは私も経験ありますけれども、大変なことです。自分の子もいながら

よその子も教育していくというのは本当に大変なことで、強いて言えば自分の子を犠牲に

してまでやっていかなければ成り立たない制度だと実感しております。そこで、親子留学

制度、教育長、そう簡単に言いますけれども、先ほど私町長の質問にも答えの中で職場が

ありません。職がなければ親子制度で来ても経費はかかります。そこで、ある程度の職が

あればそれは親子制度大歓迎です。そこで、児童生徒も確保できます。まず先に私が先ほ

ど来町長に質問したように、職場を見つける。働く場がなければそういう人も来ません。

働く場があれば定住して、そこでまた人口もふえていくシステムですけれども、今このよ

うな町に、このような町と言ったら申しわけありませんけれども、あえて１組、２組が来

てもそのような形だと思います。頑張っても２組も来れば、親子留学で。それを拡大して
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いくためには行政の助成も必要なのです。手助けも必要だと思います。それも鑑みて行動

していかなければ、この山村留学制度、親子留学制度は成り立っていかないのは教育長も

ご存じだと思いますので、今後山村留学について、町民からいろいろと話題が提供なされ

るかと思いますけれども、そのときには教育長として前向きな姿勢で対応をしてもらいた

いと思いますが、再度お伺いします。 

〇議長（村山義明君） 田邊教育長。 

〇教育長（田邊彰宏君） 私の考える親子山村留学というのは、もちろん家族で来るとい

う山村留学もあると思いますけれども、お母さんと子供さんが来る、あるいはお父さんと

子供さんが来る、こういう山村留学を描いています。やはり経済的な基盤があって、どこ

か別なところで学んでみたいなというような方、こういう人たちを正直考えております。

家族全員で来てくださればそれは大変よろしいでしょうけれども、そのためにはやはり星

川議員ご指摘のとおり働く場所、ここで働くということが一番大きなことになると思いま

すので、単純ではないかというふうに思います。以前親子で来ていて小学校に通っていた

というのを聞いていますので、親子山村留学というのについては私は大いに受け入れます。

ただ、これは私の持論ですけれども、里親山村留学、これ大変なことなのです。やはり学

校教育を預かっているときに自分のお子さんを最大限に考えると思うのですけれども、そ

の子がいながら山村留学してくる子供の面倒を見るというのは非常にもう頭が下がる思い

です。ただ、そこで言い過ぎかもしれませんけれども、子供たちがそこに来る、その背景、

それを私は大きく考えさせていただきたいと思うのです。どうして山村留学に来たのと。

中頓別町に行きたいから、その自然のもとで勉強したいからという子供たちもいるでしょ

うし、これは私が稚内高校にいたときに衛生看護科がありまして、寮がありました。必ず

しもここの目的のためにという子供でない子供が来ていることもあるのです。それを考え

たときに、やはり子供というのは親のもとから通う、これが一番であろうというふうに私

は思います。もう少し申し上げれば、その子供たちの人数で中頓別町の小学校が複式学級

にならないというふうに思ったとしても、それは本来の中頓別町で育った子供たちにとっ

てプラスになるのかどうか、そこについては私自身としては疑問があります。やはり今こ

こにいる子供たち、この子供たちをまずはしっかりとした子供に育てる、これが私の求め

られる立場ではないかなというふうに考えています。 

 ちょっと視点はずれますけれども、来年は複式学級ができます。３年生、４年生は８人、

８人で１６人しかいません。１７人いると単式になるのですけれども、複式ということに

なります。それから、来年１年生は、１年生入ってくるというふうに聞いていますので、

５人になりますけれども、この５人は次にまた同じようなことになってまいります。そう

いう中にまさに入ってまいりました。 

〇議長（村山義明君） 星川さん。 

〇７番（星川三喜男君） 今後山村留学について教育長とちょっと話もしていきたいと思

います。私の持論としては、今教育長が言ったように子供は親が育てるもの、それは当た
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り前です。でも、山村留学で、親が育てられない子もいるのです。それを私たちやはりそ

こで何とかしてあげたいという気持ちがあるのです。出しゃばった言い方かもしれません

けれども、生まれてきて育つ以上にはそこで何とかその子を手助けをしたい。そういう思

いで山村留学というのがあるのです。私もいろんな子供を見て、いろいろ体験しました。

向こうの親ともけんかしました。親放棄ということを向こうの親にも何度も電話でやりと

りしたことも経験もあります。そういうこともありまして、今後この山村留学について教

育長と、教育委員会ともいろいろと話していきたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

 以上で終わります。 

〇議長（村山義明君） これにて星川さんの一般質問は終わりました。 

 受け付け番号６、議席番号２番、長谷川さん。 

〇２番（長谷川克弘君） 受け付け番号６番、議席番号２番、長谷川でございます。私か

らは、新エネルギー導入について１点質問させていただきます。 

 平成２８年度町政執行方針、環境の保全と創造の中で、自然環境を活用した新エネルギ

ー取り組みに関して、林業施業の残材を活用する取り組みとあわせ、木質バイオマスを中

心とした具体的な取り組みの検討を述べられております。また、産業振興、地域経済の活

性化と社会資本の整備の中でも木質系資材を活用した事業導入の検討が述べられており、

その検討について我が町においては林業施業の残材量、これは資源量に置きかえられると

思います、の把握がなされているのか。また、森林整備のため切り倒される間伐材は全国

的に見てもほぼ放置されている状況でありますが、その理由として採算性が合わないのが

主な原因と考えるが、新たな産業と雇用の創出という面では当町の希望の一つになり得る

事業でもあり、町として新年度どのような検討に予算を使うおつもりなのかお伺いいたし

ます。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） ご答弁申し上げます。 

 町で把握できる民有林の施業をもとに推計すると、平成２７年度では約１，４００立米

の林地残材があることが見込まれます。実際にはさらに材積量があると思われますが、国

有林については把握できておりません。こうした木質バイオマスの活用については、これ

までのエネルギーに絞って活用の検討をしてきており、新年度でも継続して検討してまい

ります。具体的には、林地残材の搬出方法やそのコスト、まき、チップ、ペレットそれぞ

れの場合における初期投資やランニングコストなどに関する調査を行ってまいります。ま

た、既に取り組みを推進している方などをアドバイザーとして依頼するなど、今後の方向

性を探っていきたいと考えております。さらに、町内での木質バイオマスの流通システム

構築の可能性や公共施設へのまきストーブ等の設置についても検討を進めてまいりたいと

いうことであります。 

〇議長（村山義明君） 長谷川さん。 
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〇２番（長谷川克弘君） それでは、再質問させていただきます。 

 平成２７年度ベースで１４００立米、この数字は重さに換算すると比重なので、約７０

０トンから８００トンという数字になるかと思います。この数字が毎年計画的に発生する

見込みなのか、まず１点お伺いしたいと思います。また、ランニングコスト、初期投資と

いうキーワードが出てきましたが、調査の範囲が実証実験までやる調査なのか、机上でた

だ計算する調査なのかお伺いします。 

〇議長（村山義明君） 産業建設課参事。 

〇産業建設課参事（平中敏志君） 今間伐の事業の関係ですけれども、間伐事業について

は例年大体同じような面積を予定しておりまして、それに対して材積量だとかというとこ

ろはあくまでも推計で見ることしかできませんので、間伐でも搬出間伐と切り捨て間伐と

それぞれ実際はやっておりまして、２７年度ベースでは搬出間伐が約６６％程度というこ

とで、そこからの搬出量から残った切り捨て間伐の量でおおむねの推計をしているという

ことですので、このぐらいのベースが必ず毎年出るかというと一概には言いかねるところ

はありますが、おおむねの目安としての量として参考までに見ていただければなというふ

うに思っています。 

〇議長（村山義明君） 長尾総務課参事。 

〇総務課参事（長尾 享君） 初期投資、ランニングコストの件ですが、これから具体的

な方向を探っていくということで、数年前に調査した結果はあるのですが、最近の情報等

がありませんので、その辺ここにも書かれて、先ほどお話ししていますが、アドバイザー

等の意見等を聞きながら、さらにはコスト精査して、場合によっては実証実験もやってい

くかどうか、その辺も含めて総合的に検討してまいりたいというふうに考えております。 

〇議長（村山義明君） 長谷川さん。 

〇２番（長谷川克弘君） 内容はほぼわかりました。 

 それで、行政として最少の経費で最大の効果というのは全ての事業で求められていくと

思われますが、先進地ではやっぱり産業が次の産業を生んでいくような構造ができている

と。結局木質バイオマスで熱をとった後には、その温水でシイタケの栽培が行われていた

り、いろんな産業が産業を生む構造ができています。それからいくと、我が町はどんどん

おくれをとっていっているのではないかと思います。結局来年度の予算の中でも、予算規

模が著しく少なく、本当に真剣に取り組もうと思っているのかどうかすら私は思えないで

す。平成２８年度に向け検討する内容をさらに実行するべく加速していただきたいと切に

思います。当町における地産地消の取り組み、地域における循環型社会の実現、木質バイ

オマスのカーボンニュートラルという性質を最大限に生かした地球規模の温暖化対策の一

助となるような建設的で斬新なアイデアを具現化して、できることを期待して私の質問を

終わります。 

〇議長（村山義明君） これにて長谷川さんの一般質問は終了しました。 

 受け付け番号７、議席番号３番、西浦さん。 
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〇３番（西浦岩雄君） 最後になりました。もう４時も過ぎております。町長、教育長、

大変お疲れのことと思いますけれども、どうぞ最後のご質問にお答えいただきたいと思い

ます。６人の議員の方が大変立派なご質問をされました。最後の私がこんな質問をしてい

いのかと非常に今自責の念にとらわれております。よろしくどうぞお願いいたします。 

 ここにも書かれております質問事項です。読み上げます。人口ビジョンについてという

ことで、さきの人口ビジョンで人口減少は社会減が大きな要因となっていることが示され

ました。社会減を軽減するために移住、定住を積極的に推し進める具体的な考えをお伺い

いたしたいと思います。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） ご答弁申し上げます。 

 これまでの移住対策は、中高年層を中心に据えて行ってきていましたが、今後は子育て

世代を中心に若い世代に向けていくべきだと考えております。このため、魅力ある子ども

・子育て支援、教育を推し進めるとともに、関心のある若い世代に向けて福祉施設や農林

業などの仕事をつないでいく新たな取り組みを進めてまいりたいと考えております。特に

福祉施設では、恒常的に人材確保に困っている現状があり、資格取得支援を制度化した上

で首都圏などへのＰＲも進めてまいります。このほかおためし暮らしの取り組みの強化や

移住希望者への一貫したきめ細かな対応を行うべく、移住コンシェルジュの配置、移住者

向けの住宅の確保などを積極的に行っていきます。さらに、情報発信を強化する取り組み

として、ホームページの充実を図るとともに、都市部への移住者向けイベントへの積極的

参加、独自の首都圏でのＰＲ事業の開催を行ってまいります。 

 また、現在住んでいる町民の皆様にいつまでも住み続けたいと思っていただけるための

対策もしっかり講じていく必要があると考えております。魅力ある働く場づくり、子ども

・子育て支援と教育の充実、地域福祉の充実と安全、安心のまちづくりを積極的に進めて

まいります。 

〇議長（村山義明君） 西浦さん。 

〇３番（西浦岩雄君） それでは、再質問させていただきます。 

 先ほどの町長の答弁の中に、これからは若い世代を中心に移住、定住を促進していくと

いうお話がございました。そこで、今までの議員からも再三質問されておりましたけれど

も、問題は来ていただくのは結構なのですけれども、やはり仕事をどうするのかというこ

とだと思います。それで、答弁の中に農林業、福祉施設での就業を推進していくというこ

とでお話がございましたけれども、いろんな方が当町で仕事をしたいというか、働きたい、

住みたい、移住したいという方が来ると思います。それで、いろいろ話を聞いてみますと、

都会の若者世代の約１０％の方は田舎で、こういうところで住んでみたいというお考えを

お持ちだということを聞いております。その中で田舎で、一応都会で働いていて、脱サラ

して、そして起業したいと考えている人もあろうかと思います。それで、現在は主にもち

ろん商業的なほうもありますけれども、酪農を中心にした新規就農を重点的に当町として
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は起業推進しているというような考えだと思いますけれども、むしろ酪農に限らずその他

の職種で起業しようと考えている人が多いのではないかと。全く今住んでいる私どもが考

えのつかないような起業も考えている人がいるかもしれない。そうすると、そういう人た

ちの起業に関して、もちろんすごく実力のある人であればそのままその人が来て起業して

いただければいいのですけれども、やはり若干の不安を持ってくる方もいられるだろうと。

そういったときにどこかに相談したいといったときに、果たして当町に受け皿としてある

のかと。大変不安を持ってきていると、そういったときに、答弁の中にコンシェルジュと

いうことはございましたけれども、もうちょっと具体的にその辺を相談したいと思います。 

 それで、私が考えるのには、やはり民間企業というのを立ち上げます。それで、当町に

もいろんな仕事をしている方がたくさんおられます。それで、そういう人たちに民間ベー

スでそういう相談相手になっていただいて、そして新しくこちらに来た人たちの起業を手

助けするという考え方をお持ちかどうか、その辺について町長、ちょっとお伺いいたした

いと思います。どうでしょうか。 

〇議長（村山義明君） 小林町長。 

〇町長（小林生吉君） 最初の質問は、新規就農に関して酪農以外の起業とかということ

と捉えてよろしいでしょうか。農業における新規就農というのもあるし、それ以外のとこ

ろもあると思うのですけれども、１つ農業に関しては現在酪農しかない状況の中で、それ

以外の就農に結びつけるというのはなかなか容易ではないというふうに思います。ただ、

そういう多様性を考えていくということも大事な視点になるのではないかなというふうに

思っています。今回の予算の中でも計上させていただいていますけれども、平成２８年度

におきまして道から農業分野でお一人、地方自治法に基づく道職員の派遣をお願いしよう

というふうに考えておりまして、その中で農業全体のあり方とか、そういうことをもちろ

ん酪農が中心の仕事にはなりますけれども、それ以外の可能性なんかも考えていく道も検

討できればというふうにも思っています。 

 あと、起業化に向けた支援、相談、ここでいう移住コンシェルジュはそこまでの専門的

な対応というのはなかなか難しいかなと。地域の中で暮らす上でのさまざまな日常的生活

での困ったことに対して相談に乗っていったりとかいうような対応になるかなというふう

には思いますけれども、地域の中で、もちろんこれは移住者だけではなくて地域に住んで

いる方が何か始めたいといったときにそれを支援していくための仕組みづくりというのは

やっぱり大きな課題だというふうに思います。その仕組みを考えていく。その中で今即答

できる話でありませんけれども、それの対応ができるような民間企業を立ち上げるという

ようなお話もありました。ＮＰＯという選択もあるのかもしれませんけれども、そういっ

た今後に向けて地域の中で新たに仕事をするということで、起業するということで転入す

る方たちへの支援ということに向かってぜひ検討したいというふうに思います。 

〇議長（村山義明君） 西浦さん。 

〇３番（西浦岩雄君） 以上で私の質問は終わるのですけれども、私が考えているのは、
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やはりこういったいわゆる起業相談というか、１人ではなくて多くの人方がこういうとこ

ろに携わりますと。そういうことによって、ちょっと前に、これ実現するかどうかわかり

ませんけれども、私も携わっているまちづくり協議会というのがございます。そこにある

人が、全く中頓別町と縁もゆかりもない人がいらっしゃって、そしてたまたま協議会の会

議があったと。そこに来て我々の話し合いを聞いていたと。そのときに１人ではないです

から、いろんな方にお話を聞いたりなんかして、それでもしかするとことしこちらに来て

住んでいただけるようなことになろうかなという人がおります。これは、やはり町民こぞ

っておもてなしをするという気持ちが非常に大事かなと私は思っております。結局１人で

ぱっと来て、あなた、何しに来たのというような態度では、なかなか住んでもらえること

もないと思います。ではなくて、何人もの人がおもてなしをして、よくいらっしゃいまし

たと、そういう気持ちがあることによって、やはり多くの人がもしかしたらここの町はい

い町かもしれない、そういう気持ちになる。やはり人間ですから、お金だけではないと思

うのです。やはりそこに人間の持っている豊かさ、気持ち、教育長もそこにおられますけ

れども、そういう人をつくって、みんなで中頓別町に住んでいただける人をもてなすとい

う気持ちが非常に大事かなと、私は個人的そう思っております。 

 最後になりましたけれども、非常に不謹慎で申しわけないと思いますけれども、私の好

きな歌手に中島みゆきがおります。その中島みゆきの歌の中に「糸」というの、ご存じで

しょうか。「糸」、ストリングというのですか。この歌詞の１番目にこういう歌詞があり

ます。ちょっとお聞きください。なぜめぐり会うのかを私たちは何も知らない。いつめぐ

り会うのかを私たちはいつも知らない。どこにいたの。生きてきたの。遠い空の下、２つ

の物語。ここからがいいと思うのですけれども、縦の糸はあなた、横の糸は私。織りなす

布はいつも誰かを暖め得るかもしれない。中はちょっとはしょるのですけれども、最後の

ほう、また同じような形で、縦の糸はあなた、横の糸は私。会うべき糸に出会えることを

人は幸せと呼びますと。人と人とのつながりか非常に重要だということを歌った歌ではな

いかなと私は認識しております。中頓別町は、ご存じのとおりそんなにお金のある町では

ございません。やっぱり人間と人間との結びつきを大事にして、多くの人もこの町に住ん

でいただけるような体制にしていただけたらなと思います。 

 以上をもちまして私の質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

〇議長（村山義明君） これにて西浦さんの一般質問は終了しました。 

 以上で一般質問を終わります。 

 暫時休憩いたします。 

 

休憩 午後 ４時２５分 

再開 午後 ４時２５分 

 

〇議長（村山義明君） 休憩前に戻り会議を開きます。 
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    ◎休会の議決 

〇議長（村山義明君） 以上で本日の日程は全て終了しました。 

 お諮りします。あす３月７日から３月８日までは休会としたいと思いますが、これにご

異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

〇議長（村山義明君） ご異議なしと認めます。 

 よって、あす３月７日から３月８日までは休会とすることに決しました。 

 

    ◎散会の宣告 

〇議長（村山義明君） 本日はこれにて散会いたします。 

（午後 ４時２６分） 
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